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１．はじめに

   WTOへの通告により、日本は1999年4月1日から米輸入の関税化へ移行した。周知のよう

に、1994年末のUR農業合意にもとづき、米に関しては 96年から日本は関税化回避の特例措

置としてミニマムアクセス輸入（以下、MA輸入と表記する）を実施するようになった。こ

の特例措置のもとで、国内消費量の年々 0.8％のMA輸入の拡大が義務づけられた。一方、

1993年に大不作を経験し、93～94年に大量の米輸入を余儀なくされた以降、日本はほぼ連年、

比較的豊作に恵まれた。このなかでもMA輸入もあって、国内の米過剰問題は時期を追って

深刻化し、特例措置の継続は不利と判断された。この結果、2001年からの再交渉を待たずに、

日本政府は米輸入の関税化をWTOに通告することになったのである。
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  旧食管法の廃止による新食糧法（以下、食糧法と表記する）の発足は、 MA輸入の開始と

ほぼ時期を符節し、両者は密接に連関している。食糧法は、UR農業合意によるMA輸入を国

内の米供給計画にいかに位置づけるか、これを一つの課題としていたからである。そして、

食糧法の発足以降、国内での米取引には市場メカニズムが一層強く働くようになり、国内で

の米取引の自由化傾向が一段と強まるようになった。食糧法は米の供給管理の安定化を謳い、

計画流通米制度のもとに計画流通米と計画外流通米との区別を行っている。しかし、両者間

の制度上の障壁はほとんど消失しつつある。

  このような日本の米流通、米取引の自由化傾向は、米の MA輸入、なかでもSBS輸入によ

っても一段と加速されている。SBS輸入量の米流通量全体に占める比重は小さいものの、そ

れは国内のとくに低銘柄米の価格下落に拍車をかける無視できない要因となっているからで

ある。

   本稿は、国内の米流通、取引におよぼす米輸入のインパクトに留意しつつ、主として高

級ジャポニカ米の国際市場の構造、および最近のその国際取引の動向を、現地調査の成果に

もとづいて考察、検討することを課題としている。現地調査の成果を活用した、本研究課題

は三年間を予定している。2000年度の初年度の現地調査はアメリカを中心に、ヨ－ロッパを

部分的に組み入れて実施した。

　それゆえ、本稿は日本の米輸入の最大の相手先、アメリカでの最近の高級ジャポニカ米を

中心とした米の流通、取引動向の紹介に重点を置いている (1)。とくに、アメリカでのインデ

ィカ米、高級ジャポニカ米別の市場構造およびその価格形成メカニズムを重視し、その一環

として米の先物取引の現状に関しても論究している。それは、日本の MA輸入とアメリカの

米価格形成メカニズムとの関連、および日本における米の先物取引の今後の可能性を探るこ

とを、本調査・研究プロジェクトは一つの課題としているからである。また、アメリカでの

米流通、取引との関連で、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の流通、取引も考察する。それ

は、後にみるように、アメリカでの高級ジャポニカ米の流通、取引とヨ－ロッパでの動きが

密接に関連しているからである。

　なお、アメリカ、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の流通、取引の実態を考察する前提と

して、最近の日本での米流通、取引動向、および世界の米貿易をめぐる特徴的な動きも簡単

に検討せねばならない。本調査・研究は、高級ジャポニカ米の国際市場の構造、動向をふま

え、その国際取引の今後の日本国内の米流通、取引におよぼす諸影響の検討、解明を最終課

題とするものだからである。なお、高級ジャポニカ米を中心とする、米の国際市場の全体的

な構造、動向に関しては、本調査・研究の最終年度の成果として総括的に纏めることを予定

している。

(1)  アメリカやヨーロッパの米流通では、形状から区分した短粒種米や中粒種米、長粒種米の表記

の使用が一般的である。ただし、米の系統別分類ではインディカ米とジャポニカ米とに二大別され、

中粒種米は概してジャポニカ米に含まれる。かかる特徴に鑑み、本稿では、米の品種区分に際して

ジャポニカ米とインディカ米と表記する。なお、形状別の表記が必要な場合は、長粒種米、中粒種

米、短粒種米等の区分を使用している。
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２． 日本における最近の米流通の動向とMA輸入の動き

  食糧法の発足と踵を接して、国内での米需給動向は次第に過剰基調を呈し、米過剰対策が

重要な政策課題となりつつある。米の需給基調の変化とともに、食糧法を円滑に実施するた

めの運用措置、およびそれを補完する政策措置が次々に導入され、またその手直しが連年続

いている。このように食糧法を補完する政策措置は目まぐるしく変化し続けているため、関

係者以外の者にとって食糧法のもとでの米流通システムの特質、あるいは流通実態の正確な

把握は極めて困難な状況である。

　しかし、旧食管法に代わる食糧法の特質は、「米を作る自由と売る自由を生産者に認める

もの」と巷間では理解され、米の取引、流通の実態もそのように推移している。要するに、

食糧法の発足以降、米の流通自由化のテンポは過去に例をみないほど早まっている。もちろ

ん、食糧法は米の供給、消費の安定化を目標とし、米の完全な自由流通を政策的に容認した

ものではない。計画流通促進のために、生産調整、政府備蓄、経営活性化対策、など様々な

政策措置が活用されている。ただし、このなかで米流通に直接関わる措置は政府備蓄だけで

ある。むしろ食糧法のもとでの米の流通調整に際しては、系統農協の果たす役割が格段に高

まるようになった。それは、農協による調整保管の実施や生産調整に果たす全中の役割強化

に示される通りである。米流通研究の第一人者である佐伯尚美氏が、旧食管法と対比して食

糧法のもとでの米流通システムを「農協食管」と規定したゆえんでもある。

　しかし、米の過剰基調が強まるもとでは、「農協食管」も機能不全に陥らざるをえない。

計画流通のための補完的な政策措置に果たす農協の意義、役割の増大は、多大な経済的負担

をともなわざるをえない。それによって、農協の共販体制にほころびが生じざるをえないか

らである。それは、具体的には農協による調整保管の破綻につながった。これにともない、

農協の積極的な関与による過剰米の飼料用利用と、その流通過程からの除外が新たな米過剰

対策として実施されようとしている。だが、それは財政負担額をさらに増大させるばかりで

なく、調整保管の場合よりも農協、生産者への一層の経済的負担を強いるとの問題を内在化

させている(1)。

　一方で、政府保有米の在庫量が増大し続けるなかで、平成9年米穀年度には119万トンにの

ぼった政府米の買入量は10年産、11年産に関しては、それぞれ30万トン、45万トンにまで激

減した（第２－１表）。政府米の買入れがごく少量に限定されるなかで、政府による米価の

価格支持機能は完全に失われてしまった。また、自主米センタ－の入札制度でも、平成10年

産から値幅制限が撤廃された。この結果、計画米の価格形成に対する歯止め措置も消失した

のである。

　このように、米の供給管理における「農協食管」の形骸化、政府米買入量の大幅減少によ

る価格支持機能の喪失、これに加えた自主米センタ－における値幅制限の撤廃などは、米流

通、取引の全面自由化につながらざるをえない。それは、自主流通米の価格動向、および計

画外流通米の増大に具体的に裏づけられる。デ－タが得られる最近 3年間の主要銘柄別の自

主流通米の指標価格は第２－１図に示される。銘柄ごとに価格下落率に差異は存在するもの

の、全銘柄を平均した指標価格の推移にみられるように、全ての銘柄で価格下落率は顕著で
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ある。なかでも下位銘柄ほどその指標価格の下落率は大きい。例えば、北海道の「きらら

397」の平成12年産の指標価格は平成7年産と比べて25％も下落している。

　この顕著な価格下落は、政府と農協を合わせた在庫量が平成9年、10年にはそれぞれ350万

トンほども膨大化したこと、すなわち米の過剰問題の重大化がその直接要因となっている。

しかし、過剰在庫の削減が進む平成11年以降も、主要銘柄米の指標価格はさらに一段と下落

し続けている。それには、自主米センタ－での値幅制限の撤廃が大きく影響している。そし

て、計画米の指標価格の大幅下落にともなって、計画外流通米が一貫して増加し続けている。

平成11年産の計画外流通米は292万トンと計画流通米の流通量の62％にも達した。

　さらに、平成12年産の場合には計画外の流通量は310万トン（食糧庁による推定）と計画

流通米の64％におよび（第２－２表）、計画外流通米の取引、流通の解明が、国内の米取引、

流通の実態を把握するうえで益々重要となっている。この計画外流通米の流通、取引は、従

来の米取引と対比して、明らかに大きな取引リスクを胚胎している。このことが、日本にお

ける米の先物取引の今後の可能性に対する社会的関心を強めつつある背景である。

  ところで、計画外流通米の増大をともなった自主流通米、なかでも低銘柄米の大幅な価格

下落は、SBS輸入も一因をなしている。それゆえ、最近の MA輸入、なかでもSBS輸入の動

きにも簡単に触れておかねばならない。

　ある意味で、日本のMA輸入は変則的な方式をとっている。それは、一般輸入と SBS輸入

を組み合わせ方式に代表される。商業ベ－スによるSBS輸入を通して輸入米が国内市場でど

のように評価、売却されるか、その市場評価を積み重ねて輸入米の販売体制を育成していく

こと、これを政策的なねらいとして一般輸入とSBS輸入とを組み合わせる方式が導入された。

しかし、それはあくまでも政府の建前上の説明にすぎない。 MA輸入によって生産調整を強

化しないとの閣議決定があるために、一般輸入米の用途は主に援助用、加工用に限定され、

主食用市場からは隔離されている。このため、一般輸入米と BS輸入米との間には市場障壁

が存在し、国内の米市場への影響のあり方も両者では大きく相違している。それは、第２－

３表及び第２－４表の一般輸入とSBS輸入との輸入相手別の構成に端的に示される。

  一般輸入の相手国別輸入量の構成比は、年度ごとに若干の違いがあるものの、1996年以降

2000年を通してほぼ一定している（第２－３表）。アメリカが50％前後、タイが25～30％、

オ－ストラリアが17％前後、残りの大部分は中国である。相手国別の輸入比率が固定してい

ることが一般輸入の特徴である。そこには政治的思惑、例えば、アメリカへの配慮が働いて

いると推定される。これに対し、主食用に出回るSBS輸入米の輸入相手国は一般輸入よりも

はるかに多岐にわたる。とくに目立つのは、96年から2000年を通して、SBS輸入の相手国別

構成が大きく変化している事実である。

　MA輸入開始当初から2、3年間には、SBS輸入の場合にもアメリカからの輸入比率が相対

的に高かった。1996～98年度を通すと、SBS輸入量の62％はアメリカからの輸入であった。

ところが、99年以降アメリカからの輸入比率が大幅に低下し、対照的に中国からの輸入量が

増加し続けている。SBSによる中国からの米輸入は1998年度から増加が目立つが、1999年度

以降SBS輸入全体に占める中国からの輸入比率は50％を上回っている（第２－４表）。そし

て、商業ベ－スにもとづく最近のSBS輸入実績は、価格、品質を総合すると、中国の高級ジ
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ャポニカ米の日本への輸出競争力がアメリカの高級ジャポニカ米を上回るようになた事実を

示すものである。

  この品質（粒状を含めて）、価格面で競争力を強めている中国からのSBS輸入米は、主と

して日本の国内市場では外食など業務用に使用されている (2)。業務用市場で競合するのは、

国産の低銘柄米である。最近の自主米センタ－での低銘柄米の指標価格の大幅下落の一因が、

SBS輸入によるとしたゆえんでもある。

  このようにSBS輸入は、日本の米市場の動向に影響を与えている。しかし、逆に国内での

低銘柄米価格の大幅下落自体が、SBS輸入に少なからざるインパクトをおよぼしている。両

者は相互関連、相互規定の関係にあり、とくに後にみるように、アメリカのカリフォルニア

州での高級ジャポニカ米の取引、流通に少なからざる影響をおよぼしている。この点に立ち

入る前提としても、最近の世界の米貿易動向についても簡単に紹介しておかねばならない。

(1)  食糧法のもとでの米流通システムに関しては、日本農業研究所編『食糧法システムと農協』

（農林統計協会、2000年）が詳細である。本文も、とくにその序章、3、4章などに主として依拠し

ている。

(2)  MA輸入米、とくにSBS輸入米の国内流通、消費の実態に関しては、松島正博「外国産米の流通、

消費と関税化」（前掲『食糧法システムと農協』、第1章）が有益である。

３．最近の米の国際貿易動向

  世界の米貿易、あるいは米の国際市場に関しては、歴史および現状分析のいずれの研究に

ついても、研究成果が比較的少ないことが特徴である。それは、世界の生産量全体に占める

貿易量の比率が小さいこと、とくに世界の米生産量の90％以上を占めるアジアでは、米は主

に自給用に生産されてきたとの事情に由来する。米貿易、あるいは米の国際市場が、自給用

以外の余剰部分が輸出に向けられる「限界貿易」あるいは「薄い市場（thin market）」と一

般に表現される、その特質がこの分野への研究関心を稀薄にさせてきたと考えられる。

　ところで、「限界市場」、「薄い市場」は、自給用以外の余剰部分が輸出にまわされ、生

産量全体に占める貿易量の比率が他の穀物、例えば小麦、トウモロコシなどに比べてはるか

に小さい事実だけを意味しない。それは、主要米生産諸国の米政策－農業政策および食糧流

通政策－によって影響を受ける余地が大きいこと、また、世界の米貿易動向が主要生産諸国

の気象条件による年々の不作、豊作の影響を直接被りやすいこと、などをも意味している。

  ただし、世界の米貿易構造には1970年代以降大きな変化が生じるようになり、1980年代を

はさんで1990年代にはその変化はさらに顕著となっている。それは、第一に米の貿易量が大

幅に増大したこと、第二に、米の主要輸出諸国、輸入諸国の構成に大きな変化が認められる

こと、この二点に集約される。このうち、前者の世界の米貿易量に関しては、1980年代には

世界的に農産物過剰問題が深刻化するなかで、年ごとの変化はあるものの、ほぼ 1100万～

1200万トン台（精米ベ－ス、以下同じ）で推移し、世界の米生産全体に占める貿易量の比率

も3～4％台にとどまっていた。そして、この小さな米貿易量のパイをめぐって、周知のよう

にアメリカとタイの輸出競争が展開されたことが特徴である。



6

  しかし、1990年代に入ると年を追って米貿易量は増大し続けた。1993年の1500万トン台、

1995年の2000万トン台を経て、1997年には援助を含めると2700万トンにも急増した。世界の

米生産全体に占める貿易量比率も7％台に達したのである。それは、米の主要輸出国の輸出

シェアの変化と同時に、米の輸入地域の変化をともなっていた。

  米貿易に関する統計が利用しうる19世紀後半から1920年代までをみると、世界の米貿易構

造は、イギリスを始めとするヨ－ロッパ列強諸国や日本によるアジア諸国の植民地化と密接

に関連していたことが分かる。インド、ビルマ、インドシナからのヨ－ロッパへの米輸出、

および朝鮮、台湾からの日本への米輸出あるいは移入に示される通りである。しかし、この

際にも、米貿易はアジアの地域間貿易を中心としていた。インドのベンガル、ビルマ、イン

ドシナからの米輸出は、ヨ－ロッパ市場向けと同時にシンガポ－ルを中継基地とするセイロ

ン、マレ－シアなど向けの輸出比重が高かったのである。また米の豊凶作によってその輸入

量は大きく変化したが、中国はシャム、インドシナからの米輸入に依存していた(1)。

   第二次大戦以降1970年代から1980年代初頭までは、アメリカの米輸出国の地位が高まり

はしたものの、世界の米貿易はアジアの地域間貿易、あるいはアジア域内での地域貿易を中

心とする構造は、依然維持された。中東をアジアに含めると、世界の米輸入の70％弱がアジ

アで占められていた。ところが、1980年代には輸入地域としてのアジアの比重は急速に低下

するようになった。

　1990～91年には世界の米輸入総量に占めるアジアの比率は17％に低下し、中東を含めての

比率も36％にすぎなくなった。代わって、輸入比重が高まるのは、中南米、アフリカ、ヨ－

ロッパなどの地域である。1970年代までの主要米輸入国であったインドネシア、フィリッピ

ン、韓国などが、1980年代初頭までに「緑の革命」によって米自給化に成功し、「緑の革

命」に起因するアジアの米増産によって、米輸入地域としてのアジアの比重が急速に低下し

たのである。

  しかし、一旦自給化を達成したインドネシア、フィリッピン、それにマレ－シアなど東南

アジア諸国の米輸入は、1990年代に再び増加するようになった。また、93～94年の不作によ

る日本の大量の緊急輸入、その後のガット農業合意にもとづく日本、韓国の MA輸入も東ア

ジアでの米輸入を増加させる一因となった。とくに、1997年にはインドネシア、フィリッピ

ン、バングラディシュの米輸入量が急増し、世界の米貿易量を一時的に大幅に増大させたの

である。一方で、アフリカ、中南米、中東、ヨ－ロッパなどの米輸入も、国ごとに相違はあ

るものの若干なりとも増加し続けた。この結果、世界の米貿易量は90年代に大幅に増加し続

けたのである。

   輸入国、輸入地域の構成変化とともに、米の主要輸出諸国にも新たな動きが生じつつあ

る。1990年代前半までは、タイ、アメリカが依然として世界の二大米輸出国の地位を維持し

ていた。だが、1990年代半ばを契機に米輸出国の地位にも大きな変化が生じた。とくに、経

済刷新（ドイモイ）政策などにより米増産に成功したベトナムの米輸出量は90年代前半から

徐々に増加し、1990年代後半にはタイ、アメリカの強力な米輸出競争相手国となり、その輸

出量は恒常的にアメリカを上回っている（第３－１表）。また、国内食糧政策の転換を契機

に、インドは1994年に米輸出国として米の国際市場に登場し、 95年にその輸出量は450万ト
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ンに急増し、その後も100万トン以上の輸出量を維持している (2)。さらに90年代後半には中

国の米輸出の増加も目立つようになった。さきに世界の米貿易は、各国の農業政策、食糧政

策の影響を受けやすい「限界貿易」としたが、1990年代半ばからのインド、中国による米輸

出の急増は、こうした政策的要因によるところが大きかったのである。

  このように米の主要輸入諸国、輸出諸国の地位変化をともないつつ、1990年代には米貿易

量が増大した。ところが、1999年以降2000年にかけて世界の米需給は再び過剰基調の度合い

を強め、米の輸入需要も停滞、減少に転じている。それは米の国際価格に端的に反映されて

いる。1998年以降除々に下落し始めた米の国際価格は1999年から2000年に、その下落幅を大

きくしている。例えば、タイ米の国際価格は1998～2000年に33％も下落した（第３－１図）。

2000年秋の米の国際価格－アメリカ、タイのインディカ米の輸出価格－は、1987年以降の最

低水準を記録しているのである。

　これは、米の主要輸入諸国、例えばインドネシア、フィリッピンなどが気象条件にも恵ま

れて豊作であり、それによって米の輸入需要が抑制されたこと、同時に主要輸出国でも総じ

て増産が続いていることなどに起因する。とくに、中国の米増産にともなう中国国内での米

過剰が、世界の米貿易動向に大きな影響を与えている。

  ところで、米の世界貿易、米の国際市場と一口にいっても、インディカ系（インディカ

米）かジャポニカ系（ジャポニカ米）かに応じて、またその品質（具体的には砕米比率な

ど）によって市場は細分化されている。米の種類、品種、砕米比率などに応じて、米の国際

価格に大きな価格差が存在することは、その具体的な証である。しかし、例えば、インディ

カ系かジャポニカ系かによって市場は一見分断されているかにみえても、両者は現実には相

互に関連している (3)。それは、インディカ米、ジャポニカ米のそれぞれの国際価格がほぼ連

動して推移する事実に裏づけられる。

  以下の４章、５章では、現地調査にもとづき、アメリカ、ヨ－ロッパにおける高級ジャポ

ニカ米の取引、流通の実態を紹介する。とくに、アメリカでは米の価格形成メイカニズムに

一つの焦点を当てている。その前提として、世界の米貿易に占めるインディカ米、ジャポニ

カ米の構成比を確認しておかねばならない。この構成比の厳密な検証は統計上の制約により

は困難であるが、ここではアメリカ農務省の推計に準拠する。それによると、同じインディ

カ系に属するものの、特殊な米商品であるバステマ米（香り米）を別に分類すると、世界の

米貿易全体に占めるインディカ米、ジャポニカ米、香り米の比率は、それぞれ80％、12％、

8％とされる(4)。また、生産量の点では、ジャポニカ米は世界の米生産全体の 20数％を占め

ると推定される (5)。ジャポニカ米の生産に占める貿易比率は、インディカ米の場合のほぼ 2

分の1の水準と推定しうる。

  そして、次章以下で考察するアメリカ、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の流通、取引を

めぐる動きも、日本および世界の米需給が過剰基調を強め、価格が大幅に下落していること

の影響を強く受けているのである。

(1)  これに関しては、Wickizer & Bennet, Rice Economy of Monson Asia,(Food Reseach         Institute,

Stanford Univ., 1941)のpp.85～101.、および A.J. H. Latham and Larry Neal, The International Market in

Rice and Wheat, 1868-1914(Economic History Review, Vol.36, No.1,1983)などを参照。
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(2)  A.J.H.レイサム著、丸山利夫訳『米：この貴重なる食糧』（農林統計協会、平成11年）70-71頁。

(3)  2000年度を含めた今後3年間の調査、研究によって、ジャポニカ米とインディカ米の国際市場が

どのような取引チャンネルを通じて相互規定しているか、これを解明することが本研究の一つの課

題である。

(4)  USDA Outlook(2000,Nov.),pp.10-11

(5)  統計上の制約によって、世界の米生産に占めるジャポニカ米の比率を正確に知ることは不可能

である。とくに世界最大の米生産国の中国ではジャポニカ米生産が増えているが、インディカ米、

ジャポニカ米を区分して生産が集計されていない。このため、ここでは世界のジャポニカ米の生産

動向を精力的に調査、研究している伊東正一氏の推計によっている。伊東氏は、1990年代半ばで世

界の米生産全体に占めるジャポニカ米の比率を20～25％と推定している（伊東正一『世界のジャポ

ニカ米』（全国食糧振興会、平成6年、 28頁）。

４．アメリカにおける米流通と市場構造および高級ジャポニカ米産地の最近の動向

　次に、先述のように日本の大きな米輸入先の一つであるアメリカの米生産及び流通・市場

構造について、考察してみよう。

　その際の視点は、本稿が日本の米輸入関税化に伴うジャポニカ米及び高級ジャポニカ米の

流通・市場構造の国際的研究であることに鑑み、アメリカにおける米流通の現状とその中で

の先物取引の実体及び市場構造に焦点を当てている。アメリカの米は、とくに高級ジャポニ

カ米は、日本市場に大量に輸入されているし日本人の食味にも適する品種もある。そのため、

アメリカの高級ジャポニカ米生産では、日本向けあるいは日本人向けの生産もおこなわれて

おり、また日本の米貿易関税化および市場開放にあたっては、先述したように中国産ジャポ

ニカ米とともに大きな影響力を有している。その影響は、現在では輸入による日本国内の米

現物流通に集中しているが、今後、日本国内で米先物取引が開始された場合には、先物市場

にも大きな影響を持ちうるものと考えられる。

(1)  アメリカの米生産量、生産州等の動向

　  まず、アメリカ全体の米生産の変化をみておこう。1981～98年の18年間のアメリカにお

ける州別・品種別米生産動向は第４－１表と第４－２表に示すとおりである。それによる

と、各年で生産量の変化は激しいが、農業不況に呻吟した1980年代の減少期を挟んで、90

年代には170億ポンド（約772万トン）台となり、98年にははじめて188億ポンド（約853.5

万トン）を超え、81年比約5億ポンド（約22.7万トン）の増大となっている。この 18年間

を大きく分ければ、80年代半ばまでの生産縮小、80年代後半から90年代初頭の回復、90年

代後半からの拡大という時期区分が可能であろう。とくに他の穀作部門がアジア金融危機

以降の不況で苦しむ中、97年以降の米生産の増大は顕著である。少なくともここ数年は、

アメリカ米生産は拡大基調をたどっているといってよい。

　  このような生産量の増大を支えているのは、インディカ米の増大であった。インディカ

米の生産量は、全体の動向と同様に80年代は縮小したが、90年代初頭にはほぼ回復し、97
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年以降の増大が目立っている。他方ジャポニカ米（中粒種米を含む）生産は、90年代に回

復したとはいえ、90年代後半にも55億ポンド前後で推移し、全体としては目立った増大が

示されていない。またジャポニカ米の内の短粒種米生産は、急速な縮小傾向にあるとみて

よかろう。全体としての生産量の推移では、アメリカ米生産の主流はインディカ米生産で

あり、その拡大によってアメリカ米生産の増大が実現されているものである。このような

傾向は生産面積の点でも確認でき、米生産面積は 10年間で100万エーカー（ 87年比42％

増）ほどの拡大を示している。また 90年代半ば（1995年）と比較しても約 22万エーカー

（95年比7％増）の増大であり、アジア金融危機後による農業不況が喧伝された 97年、98

年にも増大が記録されている（第４－２表）(1)。

　  いずれにしろ、アメリカ全体の米生産は拡大しつつあり、その傾向は最近の穀作部門を

中心とした農業不況状況にも関わらずみられるものである。

　  ただし、かかる米生産の動向を州別にみると、インディカ米生産ではアーカンソー州と

ルイジアナ州への、ジャポニカ米ではカリフォルニア州とアーカンソー州への生産集中が

進展していることも見て取れよう。とくにインディカ米ではアーカンソー州の、ジャポニ

カ米ではカリフォルニア州のシェアーは圧倒的に高く、両州が品種別のアメリカ米生産の

中心地であることが判明する。アメリカにおける米生産の地域的分布は品種によってその

生産地が明確に区分されているという特徴、すなわちインディカ米は南部のアーカンソー

州、ジャポニカ米は西海岸のカリフォルニア州を中心に生産されるという特徴は、近年で

も持続しており、さらにその傾向が進展しているのである(2)。

　  このような生産動向に対して、消費動向はどのような特徴を示しているであろうか。第

４－３表は、1960年代初頭からのアメリカ国内米消費量を示すものである。それによると、

多少の変動があるものの過去 40年間に国内米消費は増大基調をたどり、 1997/98年の食糧

用消費は1962/63年比約4倍に、醸造用消費も同じく約 3.8倍に増大している。また輸出消

費も80年代半ばの減少を挟んで傾向的には増大基調をたどり、 1997/98年には1962/63年比

で約2.4倍に増大している。この輸出米は主としてインディカ米輸出によるものであり、

アメリカ米輸出に占めるジャポニカ米輸出は相対的には少量にすぎない。インディカ米の

輸出先は、南及び西アジアや中南米等を中心としているが、かかる地域への輸出増大が上

にみたアメリカからの米輸出の増大に貢献している (3)。ただし輸出用消費は、増大しつつ

あるとはいえ、その年ごとの変動が大きく、安定的消費仕向先とは言い難い点は注意すべ

きであろう。

　  このような米輸出量の増大に対して、上にみたように国内消費は食糧用消費を中心とし

て安定的な増大を示している。この食糧用消費とは、加工食品用消費も含むものであるが、

主流はレストランや家庭での消費である。

　  アメリカにおける米消費は生産と同様に古い歴史を有するし、インディカ米を中心とし

て増大してきたが、第４－３表にみるような国内消費の増大要因は、まず第一に、プエ

ル・トルコ人、中国人、東南アジア人、南ヨーロッパ人、北アフリカ人等々のインディカ

米食に慣れ親しんだ人々の人口増大がある。センサスによれば、かかる人口は1980年代以

降急速に増大しつつあり、とくに南部での南米系人口の増大、太平洋岸でのアジア系人口
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の増大は顕著である。そのため、かかる人口増大は米食人口の増大を意味し、それによっ

て国内米消費の増大がみられたのであった。また第二に、日本人や韓国人等の高級ジャポ

ニカ米食に親しんだ人々の人口増大がある。さらに第三に、健康志向とあいまった日本食

ブームや米食ブームが依然としてつづいており、米を食材とした食品の一般化という状況

が一般ジャポニカ及び高級ジャポニカ米を中心とした米消費増大に寄与しているという状

況がある。たとえば、日本食レストランの増大や全国レベルで展開するスーパーマーケッ

トでの寿司販売、パーティーでの寿司供給の一般化等々が進展しており、それが家庭内消

費に結びつくという関係が形成されている。米食ブームでいえば「アメリカ人も、西海岸

では週に一回、東海岸では月に２回、中西部では月に１回、レストランで米を食べる」と

いう推測ができるという(4)。

　  このように、米食風習を持つ人口の増大に加えて、ヨーロッパ系及びアフリカ系アメリ

カ人の米食の普及あるいは一般化が、上にみたアメリカ国内の食料用米消費の増大の要因

であり、それゆえ米消費増大は長期的な趨勢として定着しつつある。

　  実際、一人あたりの米消費量（食料用、加工食料用、醸造用の合計）動向からみても、

第４－４表のように1980年代初頭以降のその増大は急速である。加工食料用消費は 96/97

年度には80年代初頭比で約3倍、食料用消費では約2倍という伸び率であり、醸造用消費も

日本酒だけでなくビールへのライススターチ利用によって増大している(5)。

　  注意すべきは、ヨーロッパ系及びアフリカ系アメリカ人等従来は米食の風習のない人々

でも、ジャポニカ米とインディカ米の食味の違いを意識した米消費傾向がみられるという

ことである。たとえば、スーパーマーケットやテイクアウト店での寿司販売も一般化して

きたが、消費者は、インディカ米とジャポニカ米の混米寿司ではなく高級ジャポニカ米で

作られた寿司等を購入するという購買ビヘイビァーを示し始めている。また反対に、ピラ

フやリゾット、パエリア等ではインディカ米のそれらを選択する消費者が多い (6)。それは

いいかえれば、ヨーロッパ系及びアフリカ系アメリカ人等従来は米食の風習のない人々も、

インディカ米とジャポニカ米の食味の違いを判別できるようになってきたといってもよい。

また高級ジャポニカ米に限れば、寿司米等日本食米では銘柄やブランドによる消費者の選

好が比較的強く現れ始めた(7)。銘柄あるいはブランドによる消費選好は、それらによる米

の食味の異なりが判別できる日本人や韓国人には一般的であると言われてきたが、最近で

は米の選好が次第に他のアメリカ人の中にも浸透しつつある。それは米食や日本食の一般

化とともに、米の食味に関する知識が普及し、それを意識した消費選好がひろまっている

ことを意味しよう。

　  かかる消費の変化は、従来、米の品種、食味等の差異にあまり注意が払われなかったア

メリカの米の消費や流通が、インディカ米とジャポニカ米という品種別の独自の消費ある

いは流通をとってきたことと関係している。では、上のような米消費の変化の中で、アメ

リカ国内の米流通はいかような実体を示しているのであろうか。

(2)  アメリカにおける米流通
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　  アメリカの米流通は、日本のそれに比べると比較的単純なものである。まず、最終消費

段階では、米は各銘柄ごとに10ポンド(4.54´)から50ポンド(22.7´)程度に袋詰めされた形

態をとって販売される。米には、長粒種米や中粒種米あるいは短粒種米の表示はあるもの

の品種番号（たとえば中粒種種Ｍ401というような品種番号）は表記されていない。かわ

りに各販売会社ごとの銘柄（ブランド）が表記される（たとえば「錦」や「國寶ローズ」

など）。この販売会社は、精米所であったり商社・卸商、農協であったりするが、「國寶

ローズ」（国府田農場およびノムラ・カンパニー）のように生産者（生産農場）が直接に

ブランドをつけて販売しているものもある。しかし生産規模から考えると、生産者が直接

販売する米の量は少なく、商社・卸商によるブランド設定とそのブランドでの販売量が多

い(8)。

　  いいかえると、生産者は多くの場合、生産した米を精米所に売り、精米業者は独自ブラ

ンドや商社・卸商のブランド名の袋に詰めて販売する。たとえば、南部最大の農協兼精米

業者であるRice Landは、自社銘柄のインディカ米を販売する一方で、商社・卸商ブラン

ドでも袋詰めして商社・卸商経由で販売しているし、カリフォルニア最大の米農協である

ＦＲＣは、独自ブランドの米販売とともに商社・卸商から委託されたブランドでの袋詰め

をしていた(9)。

　  このように、多くの場合、精米施設を持たない生産者により生産された米は、精米業者

に売られ、精米業者は精米を独自ブランドや指定ブランドをつけて商社・卸商に納入する

という形で流通している。それを図示すれば第４－１図のようになろう(10)。

　  かかる流通ルートの中で、ブランドを持つ商社・卸商あるいは精米業者は、自己ブラン

ドに適した品種の米を生産者から購入するが、商社・卸商が直接生産者と契約する例は少

なく、精米業者が生産者と各社のブランドにあった品種を指定して生産者と契約すること

が多い。たとえば日系商社のＪＦＣ社の場合、自社ブランドでの袋詰米納入契約を農協精

米所（ＦＲＣ）と交わすが、その精米業者は生産者と品種や品質指定の上で購入契約を交

わしている（かかる契約を Back to Back Contract と称している）。むろんＪＦＣ社も生

産期間に圃場での生育状況をチェックしたり精米の品質をチェックするが、生産者との直

接的な契約関係は結んでいない(11)。  

　  この精米業者は、1980年代半ばで全米で66社、1992年で54社、1998年で52社と、比較的

数が少ない。しかし、精米能力および精米量による精米業者の大小は顕著であり、一般に

農協系の精米所が精米シェアーの多くを占めている。たとえばインディカ米生産地である

南部では農協であるRice Land社が南部米の37％程度のシェアーを持っており、ジャポニ

カ米産地であるカリフォルニア州では同じく農協であるＦＲＣが35％のシェアーを持って

いるという(12)。この二社の精米量の多さは、各社に精米を委託する生産者が多いことを意

味しているが、生産者はこれら農協精米所の利用に縛られているわけではない。生産者が

自己の米を精米業者に販売する場合、当然のことながら買い取り価格のあるいは後述する

「プレミアム」の高い業者を選択することになる。それは組合員として農協精米所を利用

するかしないかを選択することでもあり、それゆえ農協系精米所は、生産者からの米買い

取り価格の設定が重要な業務となってくるのである。
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　  かかる大規模精米業者のシェアーの残りを他の精米業者が受け持つことになるが、カリ

フォルニア州を例に取ると、第４－５表のようになる。

　  こうしてアメリカの米流通では、各産地の精米業者が生産者と消費者の間で重要な役割

を演じることになり、そのため精米業者の米価格形成上での役割や米を巡る政治的役割も

また重要になってくるわけである。

　  そして米の価格も、かかる流通ルートの中で形成されることになる。アメリカの場合、

少なくとも国内米価格は、インディカ米とジャポニカ米では異なった価格形成メカニズム

を有しているといわれるが、それは世界米市場との結びつきの強弱、いいかえれば輸出入

量の差異に関係しているといえよう。

　  まずインディカ米の国内市場価格をみておこう。インディカ米は国際市場が形成されて

おり、そのプライスリーダーはアメリカ、タイやベトナム等の輸出国である(13)。したがっ

てインディカ米の場合には、世界市場での価格が第一義的にアメリカ国内市場価格形成の

ベースとなる。このベースに基づいて、南部産のインディカ米価格は設定されるが、世界

市場価格がそのままアメリカ国内価格になるわけではない。世界市場価格とアメリカ国内

価格の乖離の原因は、まず第一に海上輸送にかかる輸送費や保険料の変動がある。東南ア

ジア輸出国からの米輸送については、貨物船の確保や着港予定日等に関する不確実性が高

く不安定になることが多く、そのため輸送費や保険料等も不安定となり、それらにかかる

経費も割高になる。この割高率は通常の輸入の場合よりもかなり高いという。そのため、

輸入インディカ米の国内価格は、国内インディカ米価格と大きな格差を持たないことが多

い。第二に、精米業者および販売会社（商社・卸商）や加工業者（ビール会社等）のアメ

リカ米に対する信頼感が価格に影響しているという。彼らによれば、タイ米あるいはベト

ナム米等の東南アジア産米は、価格は安いが品質のばらつきや納入契約の履行上で多くの

問題を抱えており、価格が安いからといって直ちに購入するにはリスクが大きい。そのた

め、営業上で必要な米の大半はアメリカ国内で確保してゆくことになり、それがアメリカ

産米の価格を世界市場価格からある程度乖離させているのである。

　  こうして、世界市場の価格を基準として、輸送状況やアメリカ米への需要状況等々を反

映した価格が形成されることになる。

　  ところで、アメリカ米への需要状況の判断については、それは精米業者が下すことにな

る。先に述べたように、国内の米流通では精米業者が生産者と商社・卸商をつなぐ位置に

いるからである。具体的には、精米業者の販売価格が商社・卸商に提示され、商社・卸商

はその価格を基準に卸価格を決めることになる。そして精米業者の提示する価格を基準と

して、アメリカ国内のインディカ米市場価格が決定されることになるのである。この過程

で、精米業者は価格の提示に際して国内インディカ米需給を勘案することになり、結局そ

の判断が、世界価格とある程度乖離した国内インディカ米価格を形成することになる。い

わば精米業者は、商社・卸商への価格設定で大きな影響力を持っており、インディカ米価

格の実質的な設定者たることになる。むろん精米業者間でも、先述のようにその取扱高の

格差が大きく、競争は厳しい。精米業者間の判断の違いが生じる場合も多々ある。しかし、

精米業者の状況判断は、中小精米業者が大手精米業者の判断を基準にして行われることが
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通常であり、大手精米業者の状況判断、いいかえれば設定価格がインディカ米の価格とし

て設定されることになる。そしてこの精米業者の中でもっとも大きな取り扱いシェアーを

もつRice Landのオファー価格が、生産者および商社・卸商への価格となるのである。い

わばRice Landの市場シェアーの高さ故に、その状況判断がアメリカ国内インディカ米価

格に決定的な影響力を持ち、生産者も商社・卸商もその建値で取引を行うことになる。世

界市場価格を基準としつつも、いかに多くの米を取り扱うかが、価格設定の重要な要因と

なっているといってもよかろう。

　  ただし、Rice Landの建値が国内インディカ米価格の基準となるといっても、法外な高

価格が設定されるわけではない。仮に Rice Landが状況を逸する価格を設定すれば、他の

精米業者との競争に敗れることになるし国外からのインディカ米輸入が増大することにも

なる。また次年度にはRice Landの顧客が他の精米業者と契約することにもなる。そのた

め、大きな価格決定力を有するRice Landとはいえ、世界と国内の競争関係の中で価格を

設定することになり、結果として、市場状況を反映した価格が設定されるのである。

　  インディカ米の国内生産者価格については、市場価格がそのまま生産者価格になるわけ

ではない。生産者価格の場合には、ＣＣＣ（商品金融公社）のローンが重要な役割を演じ

ている。このローンは、農産物を担保とした償還請求のない融資であり、保全農法を採用

する農家を対象にして行われるが、米生産農家の大半がその受給対象となっている。農家

は、米の収穫時の市場価格とＣＣＣのローンレート（融資水準）を比較して、仮にローン

レートが市場価格より高ければ、市場に販売せずにＣＣＣから米を担保にローンを受ける。

市場価格がローンレートを下回り続ければ、農家は担保の請け戻しをせずにローンの担保

たる米の所有権を放棄することになる。反対に市場価格がローンレートをある程度上回れ

ば、農家は米を請け戻し市場で販売したのちローンを返済することになる。

　  インディカ米の場合には、ある程度乖離しているとはいえ国内価格は世界市場価格を基

準として設定されるから、国際価格が低い場合には当然、国内価格も低下している。90年

代半ば以降のインディカ米価格は国内市場、世界市場ともに低下しつつあり、そのためア

メリカのインディカ米生産農家はＣＣＣのローンを利用することが多い。こうして、国内

生産者価格は、国内市場価格及び世界市場価格の動向に対応しつつも、ＣＣＣのローンレ

ートが最低水準となり、市場価格がローンレート以下に下がっても、生産者価格はローン

レートでほぼ固定されるのである。

　  ただし、先に述べた精米業者の買い入れ価格は、この生産者価格ではない。精米業者は、

後に述べるように、ローンレートと市場価格を補償するマーケティングローンやローン不

足支払いなどの政策を利用して、生産者価格と市場価格の差額を埋め合わせ、買い入れ価

格を市場価格と同じ水準にするのである。

　  ジャポニカ米の場合には、世界市場への輸出やそこからの輸入が少ないため、従来は輸

出入価格が価格形成のベースになることがインディカ米に比べて少なかった(14)。

　  むしろジャポニカ米の価格形成では、国内の米消費動向とＣＣＣによるローンレートが

価格形成の主要な要因であった(15)。国内米消費は、前章でふれたように近年増大しており、

特に「日本食ブーム」は一般ジャポニカ米及び高級ジャポニカ米消費を増大させている。
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しかし、かかる国内ジャポニカ米消費の増大は、インディカ米のように世界市場からのジ

ャポニカ米輸入の増大をもたらすわけではなかった。ジャポニカ米世界市場では、従来、

その市場規模自体が小さかったし、アメリカ産ジャポニカ米がプライスリーダーだったか

ら、種籾や超高級米等の特殊なジャポニカ米を除けば輸入が少なかった。そのため、世界

市場動向よりも国内消費動向が、国内ジャポニカ米市場価格に大きな影響を与えていたの

である。その結果、1999年産米までのジャポニカ米価格は高めに推移しており、国内消費

動向がジャポニカ米の市場価格形成に大きな影響力を持ってきたのである。

　  また、ＣＣＣによるローンレートは、1996年農業法によりローンレートが低くなったと

はいえ、生産者がこの価格での販売を基準として販売計画を立てることから  、一般ジャ

ポニカ米でも国内生産者価格の最低水準として機能していた。

　  アメリカ国内在住の日本人向け米である「プレミアム米」と呼ばれる高級ジャポニカ米

の優良品種の価格形成では、上のような消費動向やＣＣＣのローンレートによる価格形成

に加えて、プレミアムがついた価格形成が行われている。すなわち、かかる優良品種を栽

培する生産者は精米業者と販売契約を結ぶに際して「ローンレート＋プレミアム」での販

売価格契約を結んでいる。このプレミアムの部分は、需要の増大見込みや品質等によって

決定されるが、実質的には一般ジャポニカ米よりかなりの程度高い価格設定となることが

多い。実際のプレミアム米の購入では、ほとんどの精米所は契約を結んだ生産者（農家）

からの直接購入ではなく、ＣＣＣを通した購入という形をとっている。具体的には、生産

者は収穫後にＣＣＣから米を担保にローンレートでの融資を受ける。先述のようにこの融

資では、市場価格動向如何で生産者が担保米を引き出して市場に販売できるが、現実には、

ほぼ全ての生産者はＣＣＣから担保たる米を引き出さない。生産者は自己の米を精米所に

売る場合、ＣＣＣの抵当権設定証書（引き出し可能証書）を精米所に渡し、精米所がＣＣ

Ｃから生産者の代理という資格で現物の米を受け取る。そして精米所は特定の生産者の米

をＣＣＣから引き出し品質を検査して、品質に応じた「プレミアム」を生産者に支払うこ

とになる。ＣＣＣからの引き出し手続きは精米所が行い、引き出しに必要な融資額の返済

も精米所が行う。ただし精米所のＣＣＣへの融資返済では、融資額全額を返済するわけで

はない。精米所は、農務省の「世界市場価格かあるいは公表ターミナル価格 (Posted

County Price)がローンレートより低い場合は、ＣＣＣ抵当農産物をローンレートより低い

価格を支払って請け出せる」というマーケティングローン規定（あるいはＣＣＣを利用す

る権利があるのに利用しない農民の場合はローン不足払い(Loan Deficit Payment)）を利用

し、ローンレートより低い価格でＣＣＣから米を受け取るのである（この公表ターミナル

価格は、農務省認定の市場価格とみてよい）。たとえば米のローンレートが 6.5ﾄﾞﾙ／100

ﾎﾟﾝﾄﾞで農務省認定世界市場価格が4.50ﾄﾞﾙ／100ﾎﾟﾝﾄﾞであれば、精米所は4.50ﾄﾞﾙ／100ﾎﾟ

ﾝﾄﾞ以上6.50ﾄﾞﾙ／100ﾎﾟﾝﾄﾞの間の価格で、ＣＣＣから米を引き出すことになる。実際には、

精米所は、農務省が認定する世界市場価格で、米を引き取るのである。

　  こうして生産者は、生産した米の融資額（ローンレート）をまず入手し、後に「プレミ

アム」部分のみを精米所から受け取ることになる。「プレミアム」米以外では、このＣＣ

Ｃの融資価格しか入手できない。貯蔵施設を持たない高級ジャポニカ米生産者は、ＣＣＣ
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を支持価格実現のために利用するだけでなく、貯蔵費用の節約のためにも利用しているの

である。また精米業者は、ＣＣＣを利用することで各生産者から米を集荷する費用を節約

したり、精米能力に応じた必要量を日々確保するため、さらに市場価格での米購入の手段

としてＣＣＣを利用しているのである。

　  しかしこの「プレミアム米」の生産は倒伏や低収量、病害等の栽培技術上の問題が多く、

ある程度制限された生産者しかその恩恵に与れないという特徴があることも忘れてはなら

ないであろう。

　  このような精米業者と生産者の関係のなかで価格形成されるもののほかに、生産者が直

接精米して販売する高級ジャポニカ米も存在する。たとえば國府田農場「國寶ローズ」や

ノムラ・カンパニーの「國寶ローズ」等がその例である。この両者の価格は、基本的には

農場出荷時に生産者が決定しているが、そこにも一定の原則がある。それは、当該年度の

米価動向や「プレミアム米」の価格動向を加味して決定されるという原則である。両銘柄

米とも晩生種であることから、両銘柄米の新穀が出回るのは、早稲種や短粒種の新穀が出

回り始めた後になる。そのため、他の銘柄米や「プレミアム米」の価格と比較して出荷価

格が決定されることになる。具体的には、國府田農場「國寶ローズ」はＪＦＣの「錦」や

ウィリアム・ライス・ミルの「田牧米」の設定価格を考慮したり、糯米の引き合い状況に

鑑みながら「『錦』より高価格だが、『田牧米ゴールド』を超えない程度」の価格を設定

しているし(16)、ノムラ・カンパニーの「國寶ローズ」は、「國府田農場『國寶ローズ』よ

り低く『錦』と同程度か若干低い価格帯を考える」ことになる (17)。ただし、國府田農場

「國寶ローズ」は、生産量が比較的少ないこと、高齢者を中心とした根強い人気に支えら

れていること、当農場産の「糯米」との「セット販売」であることが多いこと等々の理由

により、当該年度の需給状況によっては他の「プレミアム米」価格や早稲種、短粒種の価

格を考慮して価格を設定しない場合もある(18)。

　  こうして精米過程を外部化している生産者はＣＣＣのローンレートを基準に精米業者と

の交渉で販売価格が設定されるという生産者価格形成と、その価格を基準にして自家精米

ブランドの価格を設定するという生産者価格形成が認められるが、両者ともローンレート

が価格形成の基準として機能しているといってよいであろう。

　  いずれにしろ1999年産米までのジャポニカ米あるいは高級ジャポニカ米の生産者価格の

場合には、世界市場価格とは直接的な関係を持たないメカニズムが働いていた点に注意が

必要であろう。また精米業者買い取り価格の場合にも、ジャポニカ米の世界市場が小さく

且つアメリカ米がそのプライスリーダーだったため、世界市場からの影響はインディカ米

ほどではなかったのである。

　  ところで、以上が生産者と精米業者との間の価格形成メカニズムだとしたら、小売り段

階での価格はさらに、精米業者と商社・卸商との価格形成メカニズムを経て形成されるこ

とになる。この場合には、播種期前に交わされる商社・卸商と精米業者との契約によって

価格が設定されるが、価格変動のリスクをさけるため、通常は出来秋に買い取り価格を再

決定することが多い。その際には、精米業者側の価格設定を商社・卸商が受け入れる場合

がほとんどで、商社・卸商側の価格決定力は比較的弱いことになる。いわば商社・卸商は
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精米業者の「言い値」で買い取る場合が多い(19)。その精米業者のオファーする価格は、精

米業者間で若干の異なりがあるが、ほぼ最大手精米業者のオファーする価格が基準となっ

てくる。具体的には、ジャポニカ米の最大の精米業者であるＦＲＣのオファー価格が商

社・卸商への基準価格となることになる。その関係はインディカ米の Rice Land社と同様

といってよかろう。

　  ただし精米業者あるいはＦＲＣの「言い値」とはいえ、精米業者側が強引な高価格をオ

ファーすれば、次年度には商社・卸商は他の精米業者と契約を取り交わすし、他の精米業

者も業績拡大のため喜んで新規契約を受け入れるから、精米業者「言い値」も自ずと「法

外な価格」とはならない。一般ジャポニカ米及び高級ジャポニカ米の場合も、精米業者間

の競争関係の中で価格が設定されることになるのである(20)。

　  かかる価格形成メカニズムによる高級ジャポニカ米価格の実際の価格（ 2000年5月19日

および22日調べ）は、第４－６表の通りであった。

　  このような高級ジャポニカ米の小売り段階の価格をみると、「田牧ゴール」を頂点とし

て國府田農場「國寶ローズ」あるいは「玉錦」、「田牧米」あるいは「錦」という価格序

列が確認できよう。「田牧ゴールド」は短粒種であるが、それ以外の銘柄に共通すること

は、どの銘柄とも中粒種の晩稲品種で M－401系かそれと同等の系統品種であることであ

る。いいかえれば、中粒種の中でも最晩稲品種の価格が中粒種価格の最高レベルを形成し

ていることになる。1987年段階まで判明しているカリフォルニアのジャポニカ米の品種系

統は、第４－２図のようであるが、この品種系統の右端を構成する晩稲中粒種が、価格形

成の基準をなしている言ってよかろう。

　  M－401系の中粒種米価格が高い理由を挙げると、低収量であること、倒伏しやすいこ

と、収穫期に雨害の可能性が高まること、栽培地および栽培農家が限られること等々であ

り、生産量が限られているため、また生産者にこの品種を栽培してもらうには比較的に高

い買い取り価格を設定しなければならないためである。精米業者は、生産者から比較的高

い価格でこれらの品種を買い取り、商社・卸商にも比較的に高い価格で販売することにな

る。そのため、小売り段階の価格が高くなり、上にみた価格構成が形成されているといえ

よう。

　  この価格構成は、1997年7月および1998年1月の同一地域の調査でもほぼ同様な構成を示

していた。すなわち前掲小澤論文（「カリフォルニア米の流通、取引をめぐる最近の動向

と問題」）によれば、1997年7月のシアトル：ＵＷＡＪＩＭＡ－ＹＡの調査では、短粒種

をのぞくと「錦」、「田牧米」、「國寶ローズ」（ノムラ・カンパニー）という順位で価

格が低まっていた。当時の同店では「田牧ゴールド」は販売されていなかったため「田牧

ゴールド」の順位は不明だが、他の３種の銘柄米の順位構成が同じことは、シアトルでは

当時と同様な価格形成のメカニズムが 2000年にも機能していると考えられよう。またエ

ル・セリートの隣町であるバークリーでの 1998年の調査（日系食料品店： Tokyo Fish

Marketでの立岩寿一の調査）によると、短粒種をのぞく価格順位は、「田牧ゴールド」、

「玉錦」、「國寶ローズ」（国府田農場）、「田牧米」、「錦」の順であった。この順位

も2000年の順位と同じであり、サンフランシスコ近郊でもまた当時も今も同様な価格形成
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メカニズムが存在していると考えられる。

　  ところで「田牧ゴールド」はワシントン州においてもカリフオルニア州においても他の

銘柄を大きく引き離した価格設定がなされている。その理由は、「田牧ゴールド」の品種

が晩稲短粒種であり、M-401と同様な栽培上の困難が存在すること、さらに「田牧ゴール

ド」は破砕米や胴白等の少ない米粒だけを選定して袋詰めしていること等から精米業者の

生産者からの買い取り価格が高く、そのため販売価格も高くなっているという(21)。

　  以上のように、インディカ米では世界市場価格とローンレートを基準として、ジャポニ

カ米あるいは高級ジャポニカ米ではローンレートを基準として、そこに大手精米業者の判

断が入ることで価格が形成されている。そして精米業者の政治力の強さは、単に米流通の

中心的な位置を占めるだけでなく、価格決定でも大きな影響力を有していることを背景と

しているといってもよかろう。

(3)  市場構造の特徴

　  以上のようなアメリカにおけるインディカ米とジャポニカ米の流通および価格形成にも

とづき、先に見た消費量の増大というアメリカにおける米消費の趨勢が現れるのであるが、

では、インディカ米とジャポニカ米の市場はどのような特徴を持っているのであろうか。

次にその点を考察してみよう。

　  先に見たように、アメリカにおいては最近、米消費量は確実に増大しており、その拡大

要因は一方ではヨーロッパ系およびアフリカ系アメリカ人における米消費の定着であり、

他方ではアジア人および南米移民等の米食文化を持つ人々の増大であった。この拡大はし

かし、ジャポニカ米とインディカ米双方でみられるものだとしても、両品種では市場構造

の違いが次第に明らかになってきている。

　  まずアメリカ米消費の太宗たるインディカ米で言えば、地域的には南部を中心としつつ

も全米で消費されるものであり、プエル・トルコ人、中国人、東南アジア人、ヨーロッパ

系およびアフリカ系アメリカ人等々、ほとんどの地域、人種で消費される食物となってい

る。かかる消費格差の低さは、インディカ米の市場を全米的に拡大しているが、それには

価格の安さとインディカ米食に馴染んだ人々の存在が重要な要因となっている。しかしそ

のため、世界市場のインディカ米とアメリカ産との区別が少なくなり、価格面での競争関

係が生じてくるという関係もまた存在することになる。世界の米消費の太宗がインディカ

米でありアメリカ国内でもまたそうであり、食味や形状等々の品質格差が少ないために、

世界市場との連動性を強く持つという市場特性を持っていると言ってもよい。

　  また、インディカ米の市場では、高級ジャポニカ米の「プラミアム米」のような市場は

きわめてまれにしか存在せず、高級・高価格米市場はきわめて狭いという特徴がある。イ

ンディカ米の場合には、特殊な「香り米」や特別栽培のインディカ米等が高級・高価格市

場を形成しているが、それは宗教的行事での使用や購買階層が極めて限られるため、市場

としてはとるに足らない規模にしかすぎない。いいかえれば、インディカ米市場では、品

質格差が登場しにくいという特徴が存在しているのである。さらに、ジャポニカ米との競

合という視点から見れば、価格が違うこと、食味が違うこと、用途にいくつかの相違があ
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ること等々の理由から、市場競合性が低いという特徴もある。端的に言えば、インディカ

米購買者の多くは米としてのインディカ米とジャポニカ米を別のものとして認識しつつあ

るのである。

　  このようなインディカ米の市場特徴をまとめれば以下のようになるであろう。

　  すなわち!国内の市場規模は大きい、"価格面での世界市場との連動性を持つ（国産と

外国産米との代替性が高い、輸出入が多い）、#ジャポニカ米市場とは価格、消費層が違

うため競合性が少ない、$高級・高価格インディカ米市場はきわめて狭い、%品質格差に

よる市場分離が少ない等々である。

　  一方、ジャポニカ米では、地域的には西海岸や東海岸の大都市を中心とした消費が主流

であり、人種的には東アジア人や一部のヨーロッパ系およびアフリカ系アメリカ人が中心

となった消費である。インディカ米市場に比較すれば、地域的人種的な市場の限定性が強

いと言ってもよいであろう。また世界市場との連動性も、従来は、インディカ米市場に比

較して低いものであった。その理由は、インディカ米と比較して価格が高いために所得階

層により消費者が限定されること、ジャポニカ米の食味に馴染んだ消費人口が比較的少数

であること、輸出入が少なかったこと等々である。むろん先述したように、かかるジャポ

ニカ米の消費も近年増大しているが、インディカ米と比較すればその市場規模や地域的広

がりは狭いと言ってよい。

　  しかし、ジャポニカ米市場には、高級・高価格市場が存在している。価格形成メカニズ

ムでもふれたように、高級ジャポニカ米市場では「プレミアム米」という高品質市場が存

在しており、品質とそれを反映した価格の格差によって市場が異なるという特徴がある。

その理由は、寿司等高級食用には高品質米が必要であること、東アジア人を中心とした一

般消費でも食味の違いを認識する消費者が多いこと、価格格差を受容できる消費者が多い

こと等々である。端的に言えば、品質格差による市場格差が存在することになる。しかも

この市場格差は、東アジア人だけでなく高級ジャポニカ米に馴染みの少なかった一部のヨ

ーロッパ系およびアフリカ系アメリカ人にも広がっており、それが一般ジャポニカ米及び

高級ジャポニカ米の市場規模をさらに拡大する要因となっている。

　  ただし注意すべきは、品質格差による市場格差が存在するとはいえ、現状では高品質の

高級ジャポニカ米市場は日本人用あるいは日本食レストラン用等極めて限られた市場規模

でしかないことである。いいかえれば、現状では高級ジャポニカ米市場はそのフレキシビ

リティーが小さく、他の市場との代替性が少ない。すなわち高級ジャポニカ米が大量に生

産されても、少なくともアメリカの国内市場でそれを吸収する余地が狭いという特徴が存

在することである。このことは、カリフォルニア州を中心とする高級ジャポニカ米生産お

よび流通、そして価格形成にとって、それらを制約する要因となっている。高品質の高級

ジャポニカ米市場が存在すると言っても、それが直ちにその高級米の生産および消費の拡

大や価格形成メカニズム上での優位性の確保に結びつくかは、また異なった条件を考察し

なければならない問題なのである。

　  このようなジャポニカ米の市場特徴をまとめれば以下のようになるであろう。

すなわち、!市場規模が比較的小さい、"価格面における世界市場との連動性が弱かっ



19

た（生産量に比して輸入はきわめて少なく、輸出も比較的少なかった）、#インディカ米

との価格差が大きいため、競合性が少ない、$価格により消費者層が異なる、%寿司や定

食など高級・高価格市場が存在する（品質格差による市場格差が存在する）等々である。

(4)  米先物取引市場の動向

　  次に、アメリカにおける米先物市場について考察したい。アメリカにおける近代的な米

先物取引の歴史は、300年を超すアメリカ米産業の歴史に比較するときわめて新しいもの

である。むろん好況時の「青田買い」やブローカーによる相対的先物売買はかなり古くか

ら存在していたであろうが、先物市場を開設した上での米先物取引は、1983年にニュー・

オリンズでスコット・メインテイン（Scott Maintein）により開始されたものであった(22)。

この米先物取引開始の背景には、1970年代の世界的な穀物不足による穀物取引ブームがあ

った。1970年代は、小麦やコーン、米等々の穀物は世界的規模で取引量が増大しそれにつ

れて価格も高騰しており、輸出比率の高いインディカ米では正式な先物市場の開設が望ま

れかつ商取引としても成立する可能性が高まっていた。その結果として米の先物取引市場

開設が1970年代末から準備され1983年に先物取引が始まったのである。

　  しかし米先物取引が開始された1983年以降、アメリカ農業は深刻な不況に直面していく。

それは米についても同様であり、成立直後のニュー・オリンズ米先物市場は深刻な信用不

安におそわれた。その結果、1985年から86年にかけてニュー・オリンズの米先物取引にか

かる諸権利はシカゴのMid American Commodity Exchange(ＣＭＡＣＥ)に売却されることに

なる。ＣＭＡＣＥの米先物取引権購入の理由は定かでないが、1980年代後半に本格化した

アジアの経済発展とそれによる穀物需要増大という当時の米をめぐる状況から、米先物取

引の将来展望に期待していたのではないかという(23)。

　  このＣＭＡＣＥの米先物取引はしかし、1992年までのことであった。1993年にＣＭＡＣ

Ｅそのものといくつかの商品に関する取引権がChicgo Board of Trade(ＣＢＯＴ)に買収され、

その結果として米先物取引もまたＣＢＯＴに移管される。ＣＢＯＴが米先物取引を継承し

た背景には、日本の不作とジャポニカ米の価格高騰、それに関連したインディカ米の価格

上昇があった。当時の日本の米不足は 200万トンと推測されており、カリフォルニア州を

中心としたジャポニカ米の価格は強含みで推移し、日本でのインディカ米輸入も予想され

たため各種の米の価格上昇がみられた。その状況は、将来的にも先物取引の拡大を予想さ

せるものであり、アジア米市場全体の拡大とあわせて、ＣＢＯＴによる米先物取引が開始

されたのであった。むろん当時の市場関係者は、ジャポニカ米とインディカ米の商品とし

ての違いや市場の違いを熟知していたのではなく、また日本市場におけるジャポニカ米の

独特の地位を知っていたわけではなかった。インディカ米もジャポニカ米も米として同一

のものと認識されており、日本の米不足がいかなるメカニズムでインディカ米価格の上昇

をもたらしているかも不十分な認識しかなかった(24)。そのため、日本の米不足が解消され

再度米過剰に陥ると、日本市場を見込んだ投機的先物取引の失敗が明らかになるが、いず

れにしろ、1993年～94年の日本の米不足を契機としてＣＢＯＴによる米先物取引が開始さ

れたのである。
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　  かかる経緯によりＣＢＯＴに開設された米先物市場は、現在、インディカ米だけを対象

として取引が行われている。その理由は、ジャポニカ米の市場が小さいため、ジャポニカ

米先物市場を開設しても取引所としてのメリットがないこと、ジャポニカ米取引が比較的

限定された会社間で行われており価格変動も比較的安定しているため、ヘッジャー及び機

関投資家を含む投資家の興味が少ないこと、ジャポニカ米はインディカ米に比較すると世

界市場とのリンクが弱く、アメリカ国内での取引が多いため、先物市場の必要性が認識さ

れていないこと等々にある(25)。

　  ただし年間1000万トン近くを消費する短粒種の最大の市場である日本市場及び韓国や台

湾等の短粒種消費国の動向次第では、ジャポニカ米の先物市場開設の可能性もあるとみて

いる点は注意すべきであろう。日本及び韓国、台湾等は単にジャポニカ米消費国であると

いうだけでなく、商取引としての米輸入を実現できる経済力を持った国であり、需要と決

済という両面からみてジャポニカ米先物市場開設の可能性があると考えているのである(26)。

　  かかるＣＢＯＴにおける米先物取引であるが、その1993年5月からから99年9月までの取

引（契約数等）動向は、第４－３図に示すとおりである。それによると、96年から97年に

増大傾向を示していた契約数は、98年から減少し始め99年はさらに減少している。ここで

注意すべきは97年、98年の契約数の増大は、アジア金融危機を反映した米市場の動揺とア

メリカ国内のインディカ米不作に影響されたものであり、99年の取引数の減少はノーマル

な米先物取引への回帰を示すものとみられることである。実際、ＣＢＯＴにおける97年の

契約数はアジア金融危機の発端であるタイのバーツ危機が喧伝された97年春頃から増大し、

激しく変動している(27)。また97年に出回る96年産インディカ米は不作だった。そのため、

輸出市場と国内市場の連関の強いアメリカ産インディカ米市場でも、価格が変動的になり、

価格ヘッジや投機的動きがでてきた。そして第４－３図の変動は、生産者や商社が国内と

アジア米市場の動揺を見込んで先物市場で価格ヘッジのための売買を繰り返したためであ

り、この時期の契約数の変動は特異な現象だというのである。したがって99年の通常取引

への回帰傾向は、米先物市場にとっては安定的な市場が形成されつつあることを示すと考

えられる(28)。

　  ＣＢＯＴの米先物市場は、通常の場合、一日あたり平均で1,000ユニット（100トン／ユ

ニット）程度の取引量であり小規模市場でしかないし、参加者は投機家が少なく、価格変

動をヘッジすることを目的とした大規模生産者や精米業者、商社・卸商等が中心であると

いわれる。ＣＢＯＴの先物市場では、商品先物市場での投機家の多寡に関してオープン・

トラスト(Open Trust＝売買未成立量)と一社一回あたりの注文ユニット数を判断材料とし

ている。オープン・トラストが低いほど投機的であり、反対にそれが高いほどヘッジ的で

あり、また一回の注文ユニットが少ないほどヘッジ的であるという。ＣＢＯＴ米先物市場

の場合、そのオープン・トラストは一日平均 6,000トンから7,000トンと高く、また一回あ

たりの注文も3～5ユニットであり、投機家の出す注文とは大きくかけ離れており、それは

商社・卸商、精米業者や生産者が価格変動をヘッジしているためだと考えられている(29)。

そのような米先物市場の一般的傾向でいえば、99年の取引量は、ノーマルなものといえそ

うである。
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　  ＣＢＯＴの米先物取引に関わる会員会社は、通常は20社ほどであり、顧客はこの会員会

社を通して売買注文をしてくるが、我々がインタビューしたＦＩＭＡＴの顧客には日本の

会社はない。むしろアメリカ国内のインディカ米を扱う商社・卸商、精米業者がほとんど

で、生産者も若干含まれると推測されている(30)。

　  このような「客筋」ゆえに、通常では、アメリカの米先物市場は「安定的」であり、コ

ーンや大豆ほどの大幅な値動きがなく、また、取引規模も比較的小さいという特徴が現れ

るのであろう。

(5)  カリフォルニア州高級ジャポニカ米産地の最近の動向

　  先述のように、アメリカのジャポニカ米は、従来、インディカ米と比すると世界市場と

の結びつきが比較的弱く、それゆえ生産や価格形成は国内的要因の影響が大きいと言われ

てきた。しかし、日本のＭＡ受け入れ、米関税化という動きは、ジャポニカ米世界市場の

変化をまねき、日本市場をめぐるジャポニカ米輸出国同士の競争の激化をまねくものであ

った。そしてその動きは、アメリカのジャポニカ米市場構造及び価格形成メカニズムにも

変化を与えつつある。いいかえればアメリカのジャポニカ米は最近、世界市場との結びつ

きを深めつつあり、それが従来の市場構造、価格形成メカニズムを変えつつある。またア

メリカではカリフォルニア州を中心に日本向けあるいはアメリカ在住日本人向けの高級ジ

ャポニカ米生産が行われており、その高級ジャポニカ米はＭＡの下でもまた米貿易が関税

化された今後も、日本の米市場にも影響を与えるものと考えられる。アメリカの米動向分

析の最後に、このカリフォルニア州における高級ジャポニカ米生産及び価格形成の現状を

分析しておこう(31)。

　  カリフォルニア州の日本向け及び在住日本人向け高級ジャポニカ米生産が本格化するの

は、1970年代からであった。その時代までにもカリフォルニア州では中粒種を中心に米が

生産されてきたが、在住日本人向けの米はきわめて限定的で、国府田農場及びノムラ・カ

ンパニーの「國寶ローズ」や「コルサ（Colusa）米」等が生産されていたにすぎない。し

かし1970年代以降、留学生や派遣日本人の増大とともに日本人向け米の生産が本格的に始

まり、さらに拡大していった。しかしこの時代にはまだ、アメリカ在住日本人消費が主流

であり、そこに日本食を好むアメリカ人の消費が加わった規模でしかなく、中粒種品種も

「作りやすく高収量」のM-200系統のカルローズ中心だった。また価格も品種間で大きな

格差がなく、限られた国内市場を対象としてかつ限られた品種が栽培されていた時代だっ

た(32)。

　  このような比較的安定的なカリフォルニア米生産にとって、1980年代半ばからから1990

年代は、その品種構成と市場構成が大きく変化する時代だった。まず1980年代後半には、

景気拡大を続ける日本からの企業進出や留学生の増大によって在米日本人が増大し、従来

の在米日本人向け米生産の急速な拡大が生じてくる。しかも、米の食味に敏感な日本人

（いいかえれば米の食味の「許容範囲がきわめて狭い」ことでもある）が増大したため、

州内の日本人向け米の品種も、M-400系統を中心に多数に上りはじめたのである。たとえ

ばS-101やS-201、コシヒカリ系及びアキタコマチ系等の高級ジャポニカ米であり、これら
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の品種は80年代半ばから州内に広がっていく。そしてその後の日本のＭＡ導入によって、

日本向け輸出の道が開かれたため、日本市場を対象とした品種や商社・卸商が命名する銘

柄も多種に上ることになる。とくに日本の米不足が喧伝された1994年以降は、その傾向が

顕著になったという。その結果、1998年の州内の品種別作付け面積を示す第４－７表にみ

るように、主要品種だけでも10種に及ぶことになる。むろんこのほかにも、試験場のリリ

ースではなく商社・卸商や精米所が配布して栽培させている品種もあり、実際はさらに多

くの品種が栽培されているとみて良かろう。1980年代から始まる栽培品種の多様化は、年

とともに複雑化しかつ拡大していったのであった。

　  こうした栽培品種の多様化という動きの中で、かつては品種間格差が比較的すくなかっ

た米価格も、品種の多様化や銘柄の多様化の中で次第に拡大していくことになった。先の

第５－６表にみたように、比較的高価格の日本人向け高級ジャポニカ米でも40％以上の、

低価格米と比較すると2倍以上の価格差が現れたのである。

　  価格差が生じている理由は、先述したようにS-101及びS-201やコシヒカリ系、アキタコ

マチ系等の高級ジャポニカ米の栽培の難しさ、精米過程における品質指示の差異、個人に

限らずレストランなどでの高級ジャポニカ米需要の増大等々によるものである。

　  このような、米市場の多様化につれた品種の多様化と価格格差の拡大という動きの中で、

各商社・卸商は主として精米業者とまた精米業者は生産者と契約(Back to Back Contract)を

結び、日本向け輸出米生産を行っているが、最近の傾向として、日本向け輸出米は契約量

の変動がきわめて大きいという特徴がある(33)。特に日本のＳＢＳ輸入での米輸入、関税化

後の米輸入量は極めて変動幅が大きく、年度ごとの生産者と精米業者あるいは精米業者と

商社・卸商との契約も、不安定である。端的に言えば、昨年は日本向けに大量の米生産の

依頼があったが、今年の依頼量は極めて少ないというように、年ごとの変化が大きくなっ

ている。特に1999年と2000年の変化が激しかった。その理由は、1999年には米輸入の関税

化にともなって日本市場の拡大が期待され、商社・卸商を中心に大量の生産注文があり、

それがまた日本向け米の価格上昇をもたらし生産に拍車をかけた。しかし2000年には一方

では日本市場のＳＢＳ輸入におけるアメリカ産米と中国米との価格競争でアメリカ米が負

けたこと、他方では日本市場内でも外国産米の売れ行きが予想したほどの伸びを示さなか

ったこと等のため、秋になってからのキャンセルが増えたのである。いずれにしろ、日本

向け輸出米は、安定的な市場形成には至っていないといって良かろう。

　  ところで、アメリカ国内の高級ジャポニカ米市場及び日本人向け市場は、先述したよう

に極めて限定的な市場であり、そのため市場規模はインディカ米に比較すると極めて小さ

なものである。そしてその市場の中で、銘柄や品種の多様化が進行し価格格差も定着しつ

つある。特にアメリカ国内日本人向け高級ジャポニカ米市場の規模は、拡大してきたとは

いえ、消費者層の食味感覚の鋭さと相まって狭小である。中国人や東南アジア人の一般ジ

ャポニカ米市場とも異なる市場を形成している。そしてこの在米日本人向け市場に出回る

米品種は、特に限定されていない場合、日本向け輸出米とほぼ同じ品種である。したがっ

て、日本向け輸出米の生産動向は、アメリカ国内日本人向け米の供給にも大きな影響を持

つことになり、その動向如何によってアメリカ国内日本人向け米の価格も、変動すること
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になる。

　  こうして、先の1999年と2000年の日本向け米の契約変動は、アメリカ国内日本人向け米

の供給及び価格に大きな影響を与えることになった。特に 2000年には、日本向け輸出米

（ＳＢＳ米）が大量に売れ残るという事態が生じ、その日本向け米の多くがアメリカ国内

市場で販売された。アメリカ国内日本人向け米は、需要が安定的であるため生産量も需要

にあわせて確保されており、また精米業者の精米能力が限定されるため急激な変動がみら

れないのが一般的であった。生産と精米そして需要の関係が安定的な均衡を保って維持さ

れ発展してきたアメリカ国内日本人向け高級ジャポニカ米市場に、売れ残った日本向け輸

出用米（ＳＢＳ米）が流入することは、このバランスを変動させることを意味していた。

現実には、2000年日本向け輸出用米のアメリカ国内での販売は、国内日本人向け高級ジャ

ポニカ米価格を下落させ、それが精米業者の卸価格をそして生産者価格を押し下げるとい

う関連を形成し、2000年秋の日本人用米価格は低調のままに推移したのであった。

　  しかも、このアメリカ国内日本人向け高級ジャポニカ米の価格低迷は、一般中粒種米の

生産拡大とあいまって、中粒種全体の価格にも影響し、その価格低迷を引き起こした。第

４－８表にみる過去３年間の価格変動にそれが顕著に見て取れよう(34)。

　  そして日本人向け及び日本向け米の生産者も、商社・卸商による契約履行の再検討提案

（実質的には契約破棄）に直面し、「ローン＋プレミアム」のプレミアム部分を失うばか

りではなく、販路の確保にも困難を来すという状況に陥った(35)。

　  むろんこのような変動は、景気循環の一環であり日本の輸入が好調の時は価格上昇とそ

れによる利益を享受できることになる。しかし、1999年度に日本人向け及び日本向け輸出

米の大幅な価格上昇が生じたかというとそうではなかった。1999年の場合、生産量の増大

によって価格上昇圧力は減殺され、生産者価格ではある程度の価格上昇が起こったが、消

費者価格は生産者価格の上昇ほどではなかったという(36)。生産者価格の上昇は、アメリカ

国内日本人向け市場での売れ行き不振を危惧した精米業者と商社・卸商等が競争関係の中

でそれを吸収したのだった。したがって日本向け輸出米の増大がアメリカ国内価格を引き

上げるという関係は、輸出用米が国内消費用生産量を超えて生産された部分が輸出に回さ

れるという関係の中で、アメリカ国内日本人向け価格に大きな影響を及ぼさないと認識さ

れているのである。実際、日本向け輸出用米を生産する生産者は、ほとんどの場合、輸出

用米として生産し国内用には販売していない。日本向け米輸出は、生産者にとっては生産

拡大をもたらすものでありそれによって営業上の利益を確保できる方法であって、価格上

昇を実現するメカニズムは機能しないものと考えられているのである。

　  こうして「プレミアム米」（高級ジャポニカ米）が日本という行き場を失ってアメリカ

国内で販売され、そのため国内の「プレミアム米」を中心とした価格下落が生じるという

関係が形成されたのであった。この価格下落は、また、生産者の日本人向け及び日本向け

輸出米の生産意欲を減退させるとともに、アメリカ国内の高級ジャポニカ米流通の混乱要

因ともなっているのである。

　  かかる一連の関係は、日本の米輸入関税化がアメリカの高級ジャポニカ米生産にとって

単純に拡大要因となり得ないことを示しており、日本市場でのアメリカ米、総じて海外産
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米の流通の問題点として指摘できるであろう。

(1)  かかる生産量の増大には、生産面積の増大とともに、単位面積あたり収量の増大も寄与してい

る。単位面積あたり収量は1980年代から90年代初頭には5,500ポンド(約2500´)／エーカー前後だっ

たが、90年代半ば以降は5,800～6,000ポンド(2633.2´～2724´)／エーカーに増大している。この点、

"1990-99 Rice :Situation and  Outlook Report", USDA を参照されたい。

(2)  アメリカの米生産の地域分化は、その歴史の初期から始まっていた。すなわち南部ではインデ

ィカ米が主として栽培され、ジャポニカ米は1912年からカリフォルニア州で商業的に栽培されてき

た。アメリカ及びカリフォルニア州における米生産の歴史については、『アメリカ米産業の歴史』

（ヘンリー・デスロフ著：宮川淳監修、小沢健二、八木宏典、立岩寿一訳、1992年、ジャプラン出

版）及び拙稿、「カリフォルニア稲作黎明期の技術問題」（「オイコノミカ」、第 36巻第 2 　　　

号、1999年11月、名古屋市立大学経済学会）を参照されたい。またアメリカの米に関する研究とし

ては、亀谷　編著、『アメリカ米産業の素顔』（富民協会、 1988年）、大内力、佐伯尚美編著、

『揺れ動く世界の米事情』（家の光協会、平成 7年）、伊東正一、太田克洋、『 1998年(平成10年)

版食料白書　変貌する世界の米事情―生産・消費・流通の最新動向―』（食料・農業政策研究セン

ター、1998年）、伊藤喜雄編著、『米産業の競争構造』（農文協、1998年）等がある。

　  カリフォルニアの米産業に関してまとまったものとしては、八木宏典、『カリフォルニアの米産

業』（東京大学出版会、1992年）、小沢健二、「カリフォルニア米の流通・取引をめぐる最近の動

向と問題―日本へのＭＡ輸出とも関連させて―」がある。この小沢論文は、カリフォルニア産高級

ジャポニカ米の流通分析に有意義である。

(3)  アメリカからの米輸出については  "Rice : Situation and Outlook," November 1999 ,         USDA,

を参照されたい。

(4)  ＦＲＣ副社長： William V. Huffman氏及び日系商社の西本貿易⑭穀物担当野末毅氏、 California

Rice Commission上級支配人Tim Johnson氏へのインタビュー（2000年9月1日、5日、サクラメント及

びロサンゼルス）による。ヨーロッパ系及びアフリカ系アメリカ人がこのような頻度で米を食べる

か否かは定かでないが、アメリカ系スーパーマーットでもパック詰めの寿司が販売されており、ア

メリカ人の米に対する嗜好の変化、米消費の増大がみられることは確かであろう。

(5)  ビール用の米消費量は、1997/98年度で約16億ポンド(約72.6万トン)(USDA, ERS , "Rice: Situation

and Outlook," November 1999, p.35)であるが、そのほとんどはバドワイザーとクアーズによる消費だ

という(2000年9月2日、ロサンゼルスにおける日系商社：共同貿易⑭社長金井紀年氏へのインタビ

ューによる)。

(6),(7)  Williams Rice Milling Co., 社長Masami Kitagawa氏へのインタビューによる　　　　(2000年9

月6日、ウィリアムス)。

(8)  国府田農場総支配人、故鯨岡辰馬氏へのインタビューによる (1998年3月5日、サウス・ドスパロ

ス)。

(9)  Rice Land副社長John C. Shifflett氏 及びＦＲＣでのインタビューによる(2000年8月30日、9月1日、

スタットガルト及びサクラメント)。

(10) 「アメリカの米産業と96年農業法」(農林中金総合研究所、1996年9月、22頁)によれば、カリフ

ォルニア州やテキサス州では第５－１図にみる乾燥・貯蔵会社経由での精米業者渡しが多く、ア
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ーカンソー州では未乾燥のまま精米業者に持ち込む比率が高いという。この格差は、各州の精米

業者数、精米所の精米能力、乾燥の度合い等々と関係しているものと考えられる。また小澤健二

前掲論文(「カリフォルニア米の流通、取引をめぐる最近の動向と問題点」)も参照されたい。

(11) 日系商社：ＪＦＣ副社長Masanao Shimada氏及びＦＲＣでのインタビューによる　　　　(1998年

8月3日、2000年9月1日、サウス・サンフランシスコ、サクラメント)。

(12)  Rice Land及びＦＲＣ、Williams Rice Milling Co.でのインタビューによる(2000年8月30日、9月1

日、9月6日、スタットガルト、サクラメント、ウィリアムス)｡

(13)  以下のインディカ米の価格形成については、Rice Land、西本貿易⑭、共同貿易⑭でのインタビ

ューによる(インタビュー日及び場所は前出)。

(14)  少ないという意味は、輸出入価格の国内価格への影響は全くないわけではないが、通常は影響

が少ないという意味である。たとえば、1994年の日本の米不足時には輸出価格が高騰しそれが国

内高級ジャポニカ米価格を押し上げたため、輸出価格が国内価格に影響した。しかしかかる価格

上昇は不測の事態及び異常なまでの投機的買い付けの結果であり、基本的には輸出入の少ない一

般ジャポニカ米及び高級ジャポニカ米の場合は、世界市場価格と国内価格の連動性は低いと考え

られてきた。ただし、日本のミニマムアクセス導入や米輸入の関税化は、アメリカ産ジャポニカ

米の世界市場との関係を深める結果を招き、世界市場の動向がアメリカ国内ジャポニカ米価格動

向に重要な影響を与えるようになりつつある。この点、本節の (5)を参照されたい。従来のジャ

ポニカ米価格決定のメカニズムについては、 California Rice Commission(および注15)でのインタ

ビューに基づいている(インタビュー日、場所は前出)。

(15)  ジャポニカ米価格については、Williams Rice Milling Co.、ＦＲＣ、Takara Sake          USA

副社長川野征三郎氏へのインタビューによる(Williams rIce Milling Co.及びＦＲＣのインタビュー

日、場所は前出。Takara Sake USAは2000年9月2日、バークリー)。

(16)  国府田農場総支配人、故鯨岡辰馬氏へのインタビューによる(1998年3月5日、サウス・ドスパロ

ス)。

(17)  ノムラ・カンパニー会長George Okamota氏へのインタビューによる (1998年5月20日、サンフラ

ンシスコ)。

(18)  国府田農場総支配人、故鯨岡辰馬氏へのインタビューによる(1998年3月5日、サウス・ドスパロ

ス)。

(19)  共同貿易⑭、西本貿易⑭でのインタビューによる (インタビュー日、場所は前出 )。ただし、

Takara Sake USAでのインタビューによると1994年の異常な価格高騰時には、精米業者との価格

交渉が行われたという(インタビュー日、場所は前出)。

(20)  た と え ば 西 本 貿 易 ⑭ の 場 合 に は 、 Ｆ Ｒ Ｃ の 他 に も Williams Rice Milling Co. 、 　　　　

Calpack、ノムラ・カンパニー等の精米業者、生産者と取り引きがあり、大幅な価格格差が出た

場合には、この中の精米業者からの購入比率を再考するという。また共同貿易⑭でも、ＦＲＣの

他に Williams Rice Milling Co.、Parmi 等からも米を購入しており、それは最大手のＦＲＣに対す

る牽制効果があるという(インタビュー日、場所は前出)。

(21)  Willoiams Rice Milling Co.の「田牧ゴールド」、「田牧米」の場合、生産者から購入する短粒種

及びM-401については、いわゆる「Head & Total　Ratio」を使ってその品質確保につとめている
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という。「Head & Total　Ratio 」とは、購入する短粒種あるいはM-401の100粒に対して完全粒

比率がどの程度あるか、販売可能米比率がどの程度あるかを意味している。「田牧米ゴールド」

の場合、この「Head & Total　Ratio」は60－68　Ratio（完全粒60粒以上、販売可能粒68粒以上あ

ること）であり、それを契約時に条件として提示し（「スペック」と呼ばれる）、　　　　たと

えコシヒカリ系短粒種やM-401であっても「Head & Total Ratio」が60－68 Ratioを下回る米は原則

として購入しない。「スペック」の内容は、銘柄ごとに異なり、指定品種の栽培とともにこの

「スペック」を満たすことも「プレミアム」を得るための条件になっている。かかる「スペッ

ク」による品質提示は、他の精米所、商社の「プレミアム米」でも行われており、それが「プレ

ミアム米」の品質格差を表しているものでもあり、商社・卸商への販売価格決定に際しても重要

な価格決定要因となっている。ただし現状では「アキタコマチ」や「 CalRose」　　　　等の購

入ではこの「スペック」による品質指定は行われていない。「アキタコマチ」は「スペック」を

つけると生産者が契約締結をいやがり米が確保できないからであり、「 CalRose」の場合は生産

量が多いので「スペック」検査していられないからであるという。

　　　なお、「田牧ゴールド」、「田牧米」の品種や銘柄は必ずしも一定していないようである。た

とえば1997年の調査に基づく小澤氏の分析（前掲「カリフォルニア米の流通、取引をめぐる最近

の動向と問題」）では、「田牧ゴールド」は短粒種を原料米としており「田牧米」は M-401であ

るという（207頁）。しかし我々の調査時点(2000年9月6日及び2001年3月26日)では、1999年産の

「田牧ゴールド」はコシヒカリ系短粒種で「田牧米」は M-401 だったが、 2000年産では 　　　

「田牧米」は販売中止となり「田牧ゴールド」と新銘柄の「田牧クラッシック」が短粒種米とし

て販売されていた。そしてそれぞれの「スペック」が異なるという。また2001年度には「田牧ナ

チュラル」という短粒種を原料米とする新銘柄もわずかではあるが販売されている。

(22),(23),(24),(25) ＣＢＯＴ：Phil Colling(Ph.D)氏へのインタビューによる(2000年8月29日、シカゴ)。

(26)  商品先物取引会社のＦＩＭＡＴ総支配人 Jean C. Allemand氏、Prudential副社長　　　　George

Bakouris氏及びＣＢＯＴでのインタビューによる（2000年8月29日、シカゴ）。

(27)  かかる変動は、1993年暮れから94年初頭にもみられるが、これは日本の米不測の影響であった。

(28)  商品先物取引会社：ＦＩＭＡＴ及びＣＢＯＴでのインタビューによる（ 2000年8月29日、シカ

ゴ）。

(29)  ＣＢＯＴでのインタビューによる(2000年8月29日、シカゴ)。

(30)  商品先物取引会社：ＦＩＭＡＴ及び Prudentialでのインタビューによる（ 2000年8月29日、シカ

ゴ）。

(31)  以下の分析は主としてＦＲＣ、Williams Rice Milling Co.でのインタビューによる（インタビュ

ー日、場所は前出）。

(32)  農業コンサルティング会社ＪＡＣ社長村松義夫氏へのインタビューによる（ 2000年8月30日、

サンフランシスコ）。

(33)  以下の分析は、Williams Rice Milling Co.、村松義夫氏へのインタビューにもとづくものである

（インタビュー日、場所は前出）

(34)  中粒種全体の価格低下は、カリフォルニア州の2000年度の米作付け面積が増大したことも影響

している。2000年度の州全体の米作付け面積は約60万エーカーに達し、1998年比10万エーカーの
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増大だった。その多くは中粒種の「CalRose」とみられ、「CalRose」価格の低下が全体の中粒種

価格の低下を引き起こすという関係もあったのである。

　　　ただし、日本向け及び日本人向け米の価格低下が日本レストランや消費者、スーパー寿司等に

おける「CalRose」等一般中粒種離れを引き起こし、それが中粒種全体の価格低下をもたらすと

いう関係も存在している。

(35)  ただし、価格低迷は生産者及び精米所段階でのものであり、小売り段階では必ずしも米価の低

落は発生していない。たとえば前出「ＹＡＯＹＡ－ＳＡＮ」での2001年3月26日の調査によれば、

各銘柄とも小売価格及び価格序列は第５－６表と同一だった。第５－８表の精米所段階の価格低

落分は、調査時点では商社・卸商と小売店での利幅の増大として吸収されているといって良かろ

う。しかし、かかる吸収が商社・卸商間の競争の中で今後も継続されるか否かは極めて微妙であ 　　　　

る。特に新米出回り期前の7月～10月までこの小売価格が維持されると考える商社・卸商は少な

いようである。

(36)  1993年～94年の日本の米不足の場合は60％以上の価格上昇が生じたが、それは不作ゆえのもの

であり景気循環の結果ではなかった。

５． ヨ－ロッパ（EU）における高級ジャポニカ米の流通、取引

(1) EUにおける米需給の動向

ヨ－ロッパのなかでも米が主として生産されるのはEU域内諸国である。それゆえ、EU

に限定してヨ－ロッパにおける最近の米需給動向をみておこう。

    1980年代後半から90年代前半までのEU域内の年間米生産量は、ほぼ120万トン台（精米、

以下とくに断らないかぎり、米の生産、流通は精米ベ－スのもの）を推移してきた。とこ

ろが、90年代半ば以降のEUの米生産の増加は顕著である。 1996～1999年の年間平均の米

生産量は155万～166万トンであり、90年代前半に比して30％以上増大している。EU域内

での米の主要生産諸国はイタリア、スペインの二カ国である。前者は 90年代後半のEUの

米生産量の52％を、後者は30％ほどをそれぞれ占めている。両国で EUの米生産量の80％

以上を生産する。

　  EUの米生産の残りの20％弱はギリシア、ポルトガル、フランスの三国によっている。

三国のなかではギリシアの生産量が最大であり、 90年代末にEUの米生産全体に占めるギ

リシア、ポルトガル、フランスの生産比率は、それぞれ8％、6％、4％ほどである。

    EUにおける米需給動向に関わる一つの特徴は、ジャポニカ米とインディカ米とでは対

照的なことである。EUの米生産は、ジャポニカ系を中心とし、生産量全体の 75％強がジ

ャポニカ米で占められる（第５－１表）。米主産地のイタリア、スペインなどの南ヨ－ロ

ッパでは、ジャポニカ米がリゾット、パエリア用に消費されるものの、域内でのジャポニ

カ米の生産量は消費量をはるかに上回り、過剰米の処理が政策的に重要な課題をなしてい

る。

　  この結果、EUで生産されるジャポニカ米の余剰部分は、北アフリカなど地中海沿岸の

近隣諸国に、一部は援助の形態をとって輸出される。 1996～99年にEUの年間平均米輸出
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量は、援助を含めて28万トン強に達している。EUの米輸出全体に占める援助輸出量の割

合は90年代前半にはほぼ皆無であった。ところが、98～99年には援助の比率は37％にもお

よんでいる(1)。

　  これに対し、南ヨ－ロッパ以外の EU諸国、例えば、フランス、ドイツ、イギリス、お

よび北欧諸国での米消費はインディカ米を中心とする。このため、 EU域内のインディカ

米の消費量は生産量をはるかに上回り、不足分は輸入に依存する。 1996～99年のEUの年

間平均の米輸入量は55万トンにおよび、その大部分はインディカ米で占められる。 EUへ

の米の主要輸出国は、インド、タイ、アメリカ、パキスタンであるが、エジプトを含めた

アフリカ諸国の一部もEUに米を輸出している。

　  このうち、エジプト、ACP諸国、インド、パキスタンなど旧植民地からの EUへの米輸

出には特恵関税が適用される (2)。しかし、米輸入の全てがインディカ米で構成されるわけ

ではない。後にみるように、在留邦人や日本食レストラン向けなどに販売される高級ジャ

ポニカ米の多くはアメリカからの輸入米である。

　  ところで、1990年代を通してEUの米消費量は一貫して拡大傾向を続けている。 1999年

のEU域内の米消費量は全体で 177万トン、一人当たり平均 5kgの水準に達している (3)。し

かし、90年代後半にはEUでの米生産の増加率は、消費量の増加率をはるかに上回ってい

る。この結果、ジャポニカ米とインディカ米とでは様相を異にするものの、全体としては

EU域内でも米の過剰問題が厳しさを増しつつある。それは、米の期末在庫量の急増に裏

づけられる。例えば、1999年度の期末在庫量は62万トンに急増し、その水準は95年度の3

倍強におよんでいる。

　  この期末在庫量の増加の大部分は政府保有在庫によるものである。米需給の過剰基調の

なかで米の市場価格が下落し続けている。このため、米の価格支持のために介入価格での

政府買い上げ量を増加させ、これが米の公的保有在庫量の増加に帰結している(4)。そして、

介入価格での買い上げによる米の公的保有在庫量の急増は、 EUの農業財政を圧迫する一

因でもある。

　  こうした状況下で、EUでは米政策の修正、その改革が余儀なくされつつある。米政策

の改革は、現行の価格支持のための介入買入制度を廃止し、セットアサイドと結びついた

直接補償制度を米にも適用し、他の耕種作物部門の直接補償制度への統合を図ろうとする

ものである。要するに、市場動向に応じて米生産者が米または他の穀物の作付けを適切に

選択しうる制度の導入を、欧州委員会は構想している。かりに現行の介入買入制度が廃止

されれば、それと連動した輸入関税の仕組みの修正も避けられない。米に関わる EUの現

行輸入関税は、介入価格に一定率を乗じて上限を設定する仕組みだからである(5)。

    このように90年代末から2000年初頭に、米過剰問題を背景に現行の介入買入制度および

それと連動する輸入関税の改革の可能性が高まり、改革のタイムスケジュ－ルも定められ

ている。以下では、主として EUでの在留邦人や日本食レストラン向けの高級ジャポニカ

米の取引、流通を考察するが、この際に以上のような EUの全体的な米需給動向にも留意

せねばならないのである。
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(2) ヨ－ロッパでの在留邦人向け高級ジャポニカ米の流通、取引の動向

    ヨ－ロッパでの在留邦人向けなどの高級ジャポニカ米の流通、取引の実態を正確に  把

握するのは困難である。すでに紹介したように、 EU域内のイタリア、スペインなどで生

産されるジャポニカ米の大部分は、生産する当該国か隣国、あるいは輸出用に出荷される。

EUで生産されるジャポニカ米のうち、在留邦人や日本食レストラン向けの出荷量はごく

限定されている。在留邦人あるいは日本食レストラン向けの高級ジャポニカ米と EUで生

産、出荷される一般ジャポニカ米の小売価格との間には、後に考察するように大きな格差

が存在する。この事実に示されるように、在留邦人向けなどの高級ジャポニカ米の商品特

性は一般ジャポニカ米と明らかに相違している。原料米の品種、精米、袋詰めなどを含め、

それは特別仕様の高級ジャポニカ米と表現しうるであろう。

　  この主として在留邦人、日本食レストラン向け高級ジャポニカ米の流通、取引量を確定

することは困難である。それは以下の理由による。第一に、 1999年11月現在、EUには14

万人弱の在留邦人（長期滞在者）が居住するが (6)、その一人当たり平均米消費量を知るす

べがないことである。ヨ－ロッパ在留邦人の食生活は国内の日本人よりもはるかに個性的

と考えられる。それゆえ、米消費量の平均値の算出自体に無理がともなわざるをえない。

第二に、高級ジャポニカ米は、主に日本食料品店（あるいは東洋食料品店）で販売される

が、その顧客層は日本人ばかりでなく、韓国、中国人、および当該国のヨ－ロッパ人も含

まれる。第三に、高級ジャポニカ米の出荷、流通量に占める日本食レストラン向けの割合

が高いが、日本食レストランの店舗数を含めてその購入数量を把握することはほとんど不

可能である(7)。

　  それゆえ、ここでは現地で見聞したいくつかの日本食料品店やス－パ－での高級ジャポ

ニカ米の販売状況、およびその代表的な卸売業者のJFCからの現地ヒアリングを中心に、

ヨ－ロッパ市場での高級ジャポニカ米の取引、流通動向を探ってみよう。   

    今回の高級ジャポニカ米の小売販売状況の現地調査は、ドイツのデュッセルドルフとベ

ルギ－のブラッセルの2都市で行った。それによると、ス－パ－で販売され米の商品ブラ

ンドは、一般ジャポニカ米、高級ジャポニカ米、インディカ米を問わず多様であり、各々

の小売価格には大きな格差が存在していた。それは、ブラッセルでの代表的な日本食料品

店とス－パ－での米のブランドごとの販売価格を示す第５－２、５－３表に具体的に示さ

れる通りである。

    ブラッセルの代表的なス－パ－の米専用の販売コ－ナ－では、インディカ米（一部短粒

種を含む）、バステマ米（香り米）、黒米（wild rice）など多種類の米が現地人向けに販

売されている。それとは別に、特別仕様の高級ジャポニカ米は日本食料品店がス－パ－内

に出店する狭い販売コ－ナ－で少量販売されている。第４－２表に示されるように、一般

のインディカ米の場合にもブランドごとの価格差は大きく、なかでもバステマ米、および

黒米と一般の長・短粒種との間には、同一米商品とは言えないほどの価格差が存在する。

とくに高価格で販売される一部のバステマ米、黒米は、明らかに嗜好品の商品特性を有し

ている。

　  このうち、専用コ－ナ－で販売される一般短粒種の小売価格は 1kg当たり45フランであ
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り、一般ジャポニカ米の小売価格はインディカ米を概して上回っている。一般ジャポニカ

米の小売価格は最も安価な一般インディカ米の価格の 2倍ほどの水準である。また、日本

食料品店のコ－ナ－で販売されている高級ジャポニカ米のブランドは「錦」であるが、

「錦」の1kg当たりの小売価格は123フランと一般ジャポニカ米価格のほぼ 3倍の水準とな

っている。最も安価なインディカ米との間には、実に 6倍もの小売り価格差が存在する。

一方、バステマ米の小売価格は、「錦」とほぼ同一水準である。この事実に示されるよう

に、価格水準の点では、高級ジャポニカ米とバステマ米は類似の商品カテゴリ－に属する

と言えよう。

    この事実を前提にして、第５－３表に示される日本食料品店で販売されている高級ジャ

ポニカ米の各種ブランド、およびそれぞれの小売価格をみておこう。その特徴は、次のよ

うに要約しうる。第一に、食料品店ごとに重点を置いて販売されているブランドが相違し

ていること、第二に、販売されているブランドの大部分はカリフォルニア産米であるが、

イタリア、スペイン産米のブランドも少数販売されていること、第三に、カリフォルニア

産米のブランドごとの小売価格格差は、カリフォルニア現地での価格差にほぼ準拠してい

ること、第四に、同一ブランドであっても、カリフォルニア現地に比してヨ－ロッパでは

1.6～1.8倍ほど高い小売価格が設定されていること、第五に、最近 1～2年内にも新規にい

くつかのブランドの販売が開始され、ヨ－ロッパ市場での高級ジャポニカ米の販売競争が

激化していること、などである。

　  より具体的にみると、小売価格が最も高水準に設定されているのは、玉錦、ゴ－ルド田

牧、コシヒカリ、あきたこまち、などのブランドである。コシヒカリ、あきたこまちには

最高級米（あるいは特別プレミアム米）などの商標が付けられることが多い。次の価格帯

に属するのは、田牧米、錦、国宝ロ－ズ、みのり、などのブランドである。次位の価格帯

のなかでは、概して田牧米の小売価格が最高である。これ以外の、錦、国宝ロ－ズ、みの

り、などのブランドの小売価格は、食料品店ごとに価格高低の順位が相違することもあり

うる。高級ジャポニカ米のなかで価格が下位に位置するのは、ひかり、牡丹、日米、など

のブランドである。

　  これら高級ジャポニカ米のブランドの大部分は、カリフォルニア州で精米、包装され、

ヨ－ロッパに輸出されているもので、ブランドごとの袋に一般に、産地（または生産者）、

精米所、取扱業者名が表示されている。このうち、最高位に位置するゴ－ルド田牧、玉錦

などの価格は円換算にすると10kg当たり3500円～3700円前後で販売されている。日本の下

位自主銘柄米にほぼ匹敵する価格水準である。同一のブランドあるいは同一の米商品にも

かかわらず、カリフォルニア州現地とヨ－ロッパの小売価格とにいかに大きな価格差が存

在しているかが示されよう。

    上記の高級ジャポニカ米のブランドのうちヨ－ロッパ現地で生産されるものは、スペイ

ン産の「みのり」とイタリア産の「日米」である。また最近、高級米として売り出されて

いる「豊」、「雅」などの一部もスペイン産とされ、さらに業界関係者によると、高級ブ

ランドの「田牧米」のなかにもイタリア産米が含まれるとされる。このように、産地とブ

ランド名が必ずしも一致しない現象も一部で生じている。
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    ところで、カリフォルニア産のブランドがヨ－ロッパでは高価格で販売される最大の要

因は、言うまでもなく輸入米に高率な関税が設定されているためである。 WTO農業協定

にもとづいて、EUの米輸入関税額は96年以降徐々に低下してきた。それでも 2000年には

輸入精米にトン当たり416ユ－ロ－の定額関税が設定されている(8)。

　  この関税に、海上輸送費などを加えると高級ジャポニカ米の小売価格は相当割高になら

ざるをえない。このため、EU域内のスペイン、イタリアで在留邦人向けなどの高級ジャ

ポニカ米の生産、出荷が可能になれば、流通業者は相当の価格メリットを確保しうる。最

近、スペイン産の高級ジャポニカ米のブランドが販売されているのは、こうした事情を具

体的に反映するものである。そして、高級ジャポニカ米をめぐる販売競争激化のなかで、

今後、流通業者はコスト削減を追求してスペイン、イタリアに生産、出荷の拠点を設置す

る動きをさらに強めるものと予想される。

    このような状況下で、流通業者はどのような経営対応を追求しているであろうか。この

一つの手がかりを得るために、ここでは高級ジャポニカ米の最大の卸売り業者である JFC

の事業動向を簡単に紹介しておこう。

    JFCはアメリカのカリフォルニア州を拠点に、北米を中心に日本食品、食材などの卸売

業を営んでいる。その事業拡大のためにヨ－ロッパにも進出したものであり、ヨ－ロッパ

本社はJFC International (Europe)の名称のもとに、ドイツのデュッセルドルフに所在する。

本社が設立されたのは1979年であり、1990年にロンドン、ついで1996年にパリにも営業所

を開設し、事業拡大に努めてきた(9)。

    JFCの扱う商品のアイテム数は1300～1400ほどであり、米、調味料、飲料など日本食品

に関するほぼ全ての品目の卸売り業務を行なっている。そのなかで米を中心にみると、

JFCの販売総額額に占める米の販売額の割合は10％前後である (10)。その主要ブランドはア

メリカから輸入する錦が中心であるが、最高級品ブランドの玉錦や玄米も扱っている。

    デュッセルドルフのJFC本社は、ロンドン、パリの営業所の業務も統括するが、その中

心業務はドイツ地域での卸売業務である。ドイツを二地域に分割し、その地域割りに応じ

て当該地域を一週間に一回の割合で定期的に巡回し、顧客から発注された日本食品、食材

を搬送、納入し、販売代金を回収する(11)。これが卸売業の基本業務であり、米の販売は他

の多数の食品、食材と一緒に行っている。このため、顧客が必要とする商品在庫を常時、

保有、確保することと、円滑な配送、搬入、代金回収が卸売業務の中心となる。同時に、

事業拡大には新規の市場開拓（新規の顧客発掘）が要請され、それに営業担当者が専門に

従事している(12)。

    ところで米の卸売業は、販売先によって大きく三つに分類される。それは、寿司屋を中

心とする日本食レストラン、日本食料品店、および他の卸あるいは仲卸業者、これらの三

者である。 JFCの米販売に占めるそれぞれの大まかな割合は、上記の順に 35％、30％、

35％ほどと推定される(13)。このうち、卸あるいは仲卸業者への販売比率が高いことが注目

される。これは、JFCの業務地域が主としてドイツ、イギリス、フランスに限定されるた

め、それ以外の例えば、オランダ、ベルギ－、スイス、北欧諸国などでは、 JFCはその取

り扱い商品を他の卸売業者（あるいは仲卸業者）を通して販売するためである(14)。



32

　  そして、JFCが販売する仲卸業者の最終販売先も日本食レストランと日本食料品店であ

ることから、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の市場は、結局、日本食レストランと食料

品店を介した家庭用消費に二大別されることになる。このうち、前者の日本食レストラン

での消費量が家庭用消費量を若干上回ると推定される。

    ところで、高級ジャポニカ米の日本食レストラン向け販売量は年々増加の一途をたどっ

てきた。それは、ヨ－ロッパでの寿司ブ－ムに支えられたものである。ヨ－ロッパでの寿

司に代表される日本食ブ－ムは、ロンドンから始まり、次いでパリに伝わった。現在、パ

リで営業している日本食レストランは 200軒ほどに達する。最近の2～3年にはドイツでも

寿司ブ－ム現象が生じており、ドイツ人が家庭で寿司を作るのも珍しくない。例えば、デ

ュッセンドルフ最大の日本食料品店のオ－ナ－の話によると、数年前までは顧客の80％が

在留邦人、20％がドイツ人であったが、現在では顧客全体に占めるドイツ人の割合は40％

ほどに増加している(15)。

    この寿司ブ－ムに支えられた高級ジャポニカ米の需要増大は、必然的に販売競争の激化

に帰結する。市場拡大とともに、米の卸売、仲卸業務などの流通業界への新規参入も増加

しているためである。米の流通業界への新規参入の増加が、最近の高級ジャポニカ米のブ

ランドの増加、新たなブランド商品の登場の一因となっており、同時に同一ランクに位置

するブランドごとの値引き販売競争も強まっている。

　  こうした高級ジャポニカ米の値引き販売競争は、流通業者や日本食料品店の経営者に韓

国および中国人が多い、との事情によっても助長されている。韓国人、中国人の流通業者

の場合、高級ジャポニカ米を扱うJFCや他の日本商社に対比して、人件費が相対的に安価

であるうえに流通マ－ジンの引下げによる廉価販売の余地も大きい。また、人的関係を利

用して、例えば韓国人がオ－ナ－である日本食料品店は韓国系の卸売り業者から商品を仕

入れる傾向も強い。

    しかし、最近の寿司ブ－ムにもかかわらずヨ－ロッパにおける高級ジャポニカ米の市場

は、アメリカと比べると依然としてはるかに小規模なものにとどまっている。市場規模が

限定されているなかで需要が急速に伸張していることが、その販売競争を熾烈なものにし

ている。これには、すでに指摘したように90年代末以降、日本、アメリカを含めて世界全

体で米の過剰問題が深刻化し、価格競争が強まっていることも影響している。すでに記し

たように、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の主要ブランドの大部分は、アメリカと同一

である。この結果、ヨ－ロッパでの高級ジャポニカ米の販売競争はアメリカ現地と極めて

類似したものにならざるをえない。そのブランドにスペイン、イタリア産が一部加ってい

ることだけが、EUの高級ジャポニカ米の流通、取引形態におけるアメリカの場合との相

違であると評価してもよい。

    このようにみるならば、ヨ－ロッパ市場での高級ジャポニカ米の流通、取引をめぐって

は、より市場規模の大きなアメリカでの競争条件が、そのままヨ－ロッパに持ち込まれて

いるとも言えるだろう。あるいは、ヨ－ロッパの高級ジャポニカ米市場はアメリカでの販

売競争の波及を受ける構造となっていると換言してもよい。

    ただし、そのなかでヨ－ロッパ市場に特有な条件にも留意しなければならない。最後に、
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この点に言及して本章を締めくくることにしよう。一つは、日本食レストランの主要な経

営主の国籍と今後のその経営動向が問題であろう。日本食レストランの経営者として韓国、

中国人が多く、そこを中心に経営が発展すれば、高級ジャポニカ米の流通、取引条件も、

その影響を当然受けざるをえない。流通業の経営には、人的関係（ humann channnel）の

要素が強く働くからである。

　  二つには、ヨ－ロッパの高級ジャポニカ米の市場規模の今後をどのように見通すかであ

る。これは、現在の寿司ブ－ムの評価に関わる。また、1990年代後半以降、ヨ－ロッパか

らの日本企業の撤退の動きは顕著であるが、それに歯止めがかかるかどうかも、今後の市

場規模を予測するうえで重要である。1980年代以降の日本企業のヨ－ロッパ進出が、日本

食ブ－ムの大きな背景となってきたことは間違いないからである。

    第三に、ジャポニカ米の産地としてのイタリア、スペインの今後の生産動向である。輸

入米に課せられる高率関税を考慮すると、高級ジャポニカ米の生産、出荷の対応いかんが

カリフォルニア産の主要ブランドの競争条件を左右することになる。この点で、現在ジャ

ポニカ米として流通量が増加しつつあるイタリア、スペインでの生産、精米、出荷の実態

を明らかにする必要がある。これと関係して、田牧米がイタリアからも流入しているとさ

れるが、その真偽も確認しなければならない。これらに関しては、本研究テ－マの今後の

課題として残されているのである。

(1)  米の援助用輸出量は、1995年、96年にはそれぞれ5万7千トン、4万3千トンだった。それが97年、

98年には9万6千トン、12万5千トンに急増している。米過剰が強まるなかで援助によって余剰米を

処理している結果である。

(2)  EUの米輸入量の40％に特恵措置が適用されている。

(3)  ただし、EUのなかでも国ごとに一人当たり平均米消費量には大きな格差が存在する。イタリア、

スペインなどの南欧諸国では一人当たりの平均米消費量は15kgほどである。だが、それ以外の中・

北欧諸国での一人当たり平均米消費量は3～4kgにとどまっている。

(4)  1995年度まで米の公的保有在庫は皆無であり、期末在庫量は全ては民間保有によっていた。と

ころが99年度には米の公的保有在庫量は4万トンへと大幅に増加し、期末在庫量全体の 67％におよ

んでいる。

(5)  欧州委員会はEUの米政策の改革を2001年9月から実施することを予定している。しかし、米の主

要生産諸国との政治的調整をともなうため、本文で紹介したように改革がスケジュ－ルどおりに導

入、実施されるかは、現時点では不明である。  なお、米の介入買入制度の廃止にともない、輸入

関税には固定関税が適用されるものと想定されている。以上の EUの米政策の改革に関しては、

2000年8月末のEU日本代表部でのヒアリングによっている。

(6)  外務省が把握している数字である。このうち、在留邦人が最大なのはイギリスの 5万5200人、以

下、フランス、ドイツ、イタリアの順に在留邦人数はそれぞれ2万4700人、2万3300人、7600人であ

る。

(7)  高級ジャポニカ米を扱う流通業者の話を総合すると、寿司などの日本食レストランの顧客ほぼ

80％以上は現地に居住する中流階層の白人であるとされる。

(8)  アメリカとEUのプレア・ハウス合意などにもとづき、関税賦課後の米の輸入価格の上限は、ジ
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ャポニカ（玄米）、インディカ（精米）、ジャポニカ（精米）について、有効な介入価格のそれぞ

れ188％、263％、267％を超えない価格に設定されている。

(9)  JFCはキッコ－マンの子会社の、日本食品、食材の卸売り会社である。この JFCの扱う日本食品

などの貿易業務を太平洋貿易が行っている。 JFCと太平洋貿易とは別会社の組織形態をとるが、実

質的には同一会社である。これとは別に醤油のキッコ－マンを扱う Kikkoman Trading Coもあり、

JFC、 Kikkoman Trading Co、太平洋貿易の三者は実質的には一体である。 1997年にオランダでキ

ッコ－マン工場が稼働を開始し、現地での醤油生産も本格化している。このように JFCはヨ－ロッ

パの日本食料品店への卸売り業務を行っているが、デﾕッセルドルフの JFC本社の従業員数は 20人

ほどである。これにはKikkoman Trading Co.の従業員も含まれる。また、ロンドン、パリの営業所

の従業員数はそれぞれ10人ほどである。

(10) 扱う日本食品のなかでは、醤油、カップラ－  メン、ビ－ル、日本酒（大関、久保田）、冷凍魚

などが中心である。その他、食事に必要な用具（箸、弁当）などの卸売り業務も行っている。品目

ごとの販売額は米が最大であり、醤油がそれに次いでいるとされる。ただし、販売額全体に占める、

米、醤油に関する具体的な比率は企業秘密のため正確に知ることはできない。

(11) 販売にともなう代金回収は基本的に現金決済である。ただし、長期の取引関係を有し、信用関

係が確立した顧客（小売店）に対しては、30日ないし60日を単位とする掛け売りもしている。

(12) デュッセルドルフ本社には 4人の日本人営業担当者（ salesman）がおり、新規の市場開発に努め

ている。ただし、新たな顧客を確保することは容易ではないとされる。

    なお、日本食の新たな市場として可能性が高いのは、ロシア、東欧地域とのことである。ただし、

これらの地域では事業リスクも大きく、顧客を信頼できる状態ではないため、東欧諸国などの日本

レストランから発注があった場合には、取引銀行への振込みを確認してから納入している、とのこ

とである。

(13) これは、ヒアリングによって知り得た概略的な販売構成比率である。販売先別の販売比率は、

年ごとに相当に変動するものと考えられる。

(14) ヨ－ロッパでの個々の日本食レストランあるいは日本食品店の経営は、卸売業者との間の長年

にわたって培われた人的関係、チャンネルのうえに成り立っている。とくに、日本食品のように限

定された市場で、顧客がある程度特定される事業分野では、こうした傾向が一層強いとされる。こ

のため、特定の流通チャンネルを有さない地域、国への新規参入は、相当の経営リスクをともない、

また多額の資金を要する。この結果、JFCの事業地域以外では既存の卸売業者の商圏に参入せず、

既存業者の販売チャンネルを活用している。このことが、米の販売先としては他の卸売ないし仲卸

業者の比率が高くなっている背景である。

(15) ドイツ人は家庭での寿司用に一般に1kg詰めの米を購入することが多い。これに対し、在留邦人

は9kg(20ポンド）、業務用の日本食レストランは20kg単位での購入が一般的である、とされる。

６．おわりに

　以上のように、従来のアメリカにおけるジャポニカ米の生産、流通および価格形成のメカ

ニズムは、アメリカの国内需要を満たすための生産と流通、価格形成が基本をなしていた。

しかし、アメリカの高級ジャポニカ米輸入市場である日本の市場動向が、アメリカ国内の価
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格動向に影響をあたえ、さらにヨーロッパでの高級ジャポニカ米生産もその価格形成にとっ

て無視しえない要因となりつつある。

　まずアメリカおよびヨーロッパの高級ジャポニカ米の生産・流通でいえば、基本としては

アメリカ国内の需要を満たすためにアメリカ国内で高級ジャポニカ米が生産されている。そ

して一部は、新たに勃興しつつあるヨーロッパ市場に供給され、ヨーロッパの高級ジャポニ

カ米市場を形成している。そこでの価格は、アメリカ国内の価格動向を反映している。それ

は、アメリカ国内の競争関係がそのままヨーロッパに持ち込まれているためである。しかし

ヨーロッパ市場では、アメリカ産高級ジャポニカ米が高価格であるため、ＥＵ域内、とくに

スペイン、イタリアでの一般ジャポニカ米及び高級ジャポニカ米生産と流通も拡大しつつあ

り、ヨーロッパでの米市場動向に独自の要因を付与しつつある。

　アメリカの高級ジャポニカ米生産・流通と日本との関連では、日本市場の動向がアメリカ

高級ジャポニカ米生産・流通にとっての大きな変動要因になっている。ただし現状では、日

本へのＳＢＳ輸出は価格上昇要因としてよりも、むしろ価格攪乱要因、それゆえ生産攪乱要

因になりがちである。具体的には、アメリカ国内の高級ジャポニカ米生産・流通は日本人向

けを中心とするが、日本向けＳＢＳ輸出用米は契約栽培的性格が強く輸出用として生産され

る。ただしその生産能力には余力があるため、日本へのＳＢＳ輸出の増大は輸出用米の生産

拡大によって吸収されて明確な価格上昇にはつながらない。一方、日本市場の動向は不安定

であり、特に最近１～２年のＳＢＳ輸出量は減少している。このため日本商社との間で輸出

契約の破棄も生じており、輸出できなかった輸出用米がアメリカ国内で販売される事態が生

じている。

この輸出契約の破棄によるアメリカ国内市場での販売は、拡大しつつあるとはいえいまだ

狭小なアメリカ国内高級ジャポニカ米市場に流れ込み、その価格低下を引き起こしている。

この価格低下は、マーケティングローンを活用しても生産者に高級ジャポニカ米生産を有利

にする利益水準を保証するものではなく、高級ジャポニカ米の生産コストが高いこともあっ

て、米作農場の生産意欲にも影響を与えている。また精米所出荷価格も低下しつつある。そ

の低下の利益は、現状では商社・卸商や小売り段階で吸収されているとみられるが、いずれ

末端小売価格での価格引き下げ競争に帰結すると考えられる。すでに明確となっている高級

ジャポニカ米の小売り銘柄数の急速な増大は、その一表現であろう。このアメリカ高級ジャ

ポニカ米生産・流通および価格形成の動向は、ヨーロッパ市場にも波及し、高級ジャポニカ

米小売り銘柄数の増大や商社・卸商間の競争激化として現れている。

　このような関連が、1999年から2000年にかけたアメリカを中心とした高級ジャポニカ米市

場に生じている事態である。

　換言すれば、現状では、日本の米市場をめぐる競争関係が、アメリカ国内の高級ジャポニ

カ米生産・流通および価格形成の攪乱要因となり、かつそれにマイナスの変化をもたらし、

それがアメリカ国内のみでなくヨーロッパにも波及しつつある。

　その日本市場でのアメリカ高級ジャポニカ米の最大の競争相手は、中国産ジャポニカ米で

あった。2000年度における中国産ジャポニカ米の増大がアメリカ産高級ジャポニカ米の輸入

量を減少させたことが、上に述べたアメリカおよびヨーロッパの高級ジャポニカ米の生産、
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流通・価格形成に変化をもたらしたのである。

　その意味で、高級ジャポニカ米をめぐる国際市場、国際取引の動向に関する研究では、中

国の生産動向、特にその流通構造の解明が要請され、さらに、日本市場を対象とした他のア

ジア諸国、オーストラリアのジャポニカ米の生産、流通動向もまた、国際的な高級ジャポニ

カ米の市場、取引動向に影響を与えつつある。

　以上にみてきた高級ジャポニカ米市場の国際化および価格変動の中で、リスク・ヘッジの

必要性も次第に認識されつつあり、市場規模の拡大を前提に一般ジャポニカ米あるいは高級

ジャポニカ米の先物取引の可能性も指摘されている。アメリカでは、インディカ米の取引で

はすでに先物取引が利用されているが、ジャポニカ米取引の場合には市場の安定性（取引関

係の固定化）や市場規模の狭小さ等から、先物取引は行われていない。だが、ジャポニカ米

をめぐる国際取引の増大、価格形成メカニズムの国際化がさらに進展すれば、その先物市場

での上場の可能性も強まるであろう。それは、すでにＳＢＳ輸出の破棄にみられるように、

国際取引でリスク負担を強いられている日本国内の米穀卸および輸入商社にとっての重要な

課題ともなっている。ＳＢＳ輸入における先物取引の必要性と第２章で言及した日本国内で

の計画外流通米の増大にともなう米流通、米取引の変化がどのように連関するかは、今後の

課題として検討を進める必要があるであろう。

　なお、本稿では、アメリカ、ヨーロッパにおける在留邦人、日本食レストラン（主として

寿司）向けの高級ジャポニカ米流通、取引に焦点を当てて考察、検討してきた。しかし、こ

れらはアメリカ、ヨーロッパでのジャポニカ米の生産、流通の一部を占めるにすぎない。特

別仕様の高級ジャポニカ米の生産、流通が中粒種を含むジャポニカ米全体の生産、流通にい

かなる影響を与えているかに関しては、本稿とは別に検討が必要である。たとえば、日本の

ＭＡ輸入の場合、ＳＢＳ輸入とは対照的に、一般輸入に占めるアメリカ（大部分はカリフォ

ルニア米）からの輸入比率は50％前後にもおよび、カリフォルニア米の市場としては相当の

規模となっている。このため、ＭＡ輸入の中でも一般輸入は、いわゆるキャルローズ

（CalRose）の価格安定に大きく寄与していると考えられる。そして、本稿で考察した高級

ジャポニカ米の生産、流通は、キャルローズの生産、流通と密接に関係しているはずである。

生産、流通における高級ジャポニカ米とその他の一般ジャポニカ米あるいは中粒種米との具

体的関連性は、中国をはじめとするアジア諸国およびオーストラリアでの米流通に関する実

態とともに、今後の検討課題としたい。
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